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平成１５年度独立行政法人国立環境研究所における業務実績評価表 

中  期  目  標 中  期  計   画 １５ 年 度 計 画 １５  年  度  実  績 評価 コ  メ  ン  ト 

第１． 目標の期間 

目標の期間は、平成１３年度から17年 

度までの５年間とする。 

第２． 業務運営の効率化に関する事項 

目標の期間は、平成１３年度から17年

度までの５年間とする。 

 

 

 

 

１．効率的な業務運営体制の整備 

  独立行政法人化の要請である効率化と

環境研究等の充実・強化の両立を図るた

め、次の諸点に留意しつつ、適切な体制の

確立を図る。 

  なお、体制については、絶えず検討を

行い、必要に応じ見直しを行う。 

  (１) 当該体制は、第３に掲げる目標を 

確実に達成できるものとすること。 

  (２) 理事長の指導のもと、独立行政法 

人としての自立した運営が可能な組織と

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 

 

 

 

 

１．効率的な組織の編成 

  現下の環境問題の解明や対応のための研究、環境政策

の支援のための研究、さらに今後生じ得る問題の検出や

未然防止あるいは今後の環境研究の基盤となるような研

究等を、中期目標の達成に向け、業務の質の向上を図り

つつ、効率的かつ機動的に実施する観点から、適切な研

究組織及びその支援体制等の編成を行う。 

 この観点から、次の点を踏まえた組織体制を確立する。 

 

  ・基盤的調査・研究を推進するため、コアラボラトリ

ーとして必要な研究領域を置く。 

  ・重点化した研究プロジェクトを確実に実施するため

の体制を整備する。 

  ・環境行政の新たなニーズに対応した政策の立案及び

実施を、研究面から支援する体制を整備する。 

  ・地球環境のモニタリング、地球環境研究の総合化及

び支援等を行う体制を整備する。 

  ・環境保全に関する国内及び国外の情報の収集、整理

及び提供を行う体制を整備する。 

  ・研究所の活動を効率的に運営するための管理体制を

整備する。 

 

  なお、組織のあり方については、絶えず検討を行い、

必要に応じて、適宜見直しを行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１． 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

１．効率的な組織の編成 

中期計画の達成に向け、効率的かつ機動的に研

究等を実施する観点から、研究所の組織体制の充

実を図るとともに、必要に応じて見直しを行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

１．効率的な組織の編成                          

(１)．組織体制の見直し 

 －平成１５年度末現在の国立環境研究所の組織。 

 体系は、独立行政法人化した１３年度に編成したものと基本的に同じであるが、効

率的かつ機動的に研究等を実施するため、15 年４月１日に、多岐にわたる我が国の

温室効果ガス総排出量の算定業務を一元的に行う「温室効果ガスインベントリオフィ

ス」を、また、環境ナノ粒子の健康影響研究、黄砂問題への取組みを明確にするため、

「環境ナノ粒子研究サブグループ」及び「黄砂研究チーム」を設置した。 

―また、地球温暖化に関する研究の機動的な推進のため、「グローバルカーボンプロ

ジェクト・つくば国際オフィス」及び「温室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）研

究チーム」の発足に向けた検討・準備を行った。 

(２)．組織体制の充実 

 －引き続き、中期計画に基づく調査研究等を推進するため、組織体制の充実に必要

な職員の配置を行った。 

 １５年度末現在、主な研究組織の常勤職員数（併任を含む。）は次のとおり。 

基盤的調査研究を推進するコアラボラトリーとしての６つの「研究領域」では１１６

人 

重点化した研究プロジェクトを実施する６つの「重点特別研究プロジェクトグループ」

では１０２人 

環境政策の立案・実施を研究面から支援する２つの「政策対応型調査・研究センター」

では４８人 

知的研究基盤を担う「地球環境研究センター」及び「環境研究基盤技術ラボラトリー」

では４５人 

 

   主な研究組織の常勤職員（併任含む）数の推移 

平成13年度末 平成14年度末 平成15年度末
基盤的「研究領域」 １１４人 １１８人 １１６人
重点特別研究プロジェク １００人 １０４人 １０２人
政策対応型調査・研究 ４１人 ４４人 ４８人
知的研究基盤 ３９人 ４０人 ４５人  
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Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項

 以下に示すとおり、組織の編成、

人材活用、財務、施設運用など全般

的に着実に進行し、相応の成果をあ

げている状況にあると判断されるこ

とから、総合的に判断しＡ評価とす

る。 

１． 効率的な組織の編成 

「基盤的調査・研究」、「重点特別研

究プロジェクト」及び「政策対応型

調査研究」などを軸としたマトリッ

クス構造による組織編成は、新たな

ニーズに機動的・効率的に対応し、

順調に機能している。 
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２．人材の効率的な活用 

   国内外の学界、産業界等から幅広く優

れた研究者の登用を図ること等により、既

存の人材の活性化・有効活用を含め、流動

的で活性化された研究環境の実現に留意

した人事管理を行い、人材の効率的活用を

図る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人材の効率的な活用 

    下記により人材の効率的な活用を図る。 

  ・トップダウンによるプロジェクトグループの戦略的

な編成を含め、研究者の適切な配置を図るとともに、流

動性を高め人材の活性化に努める。 

  ・適切な処遇に配慮しつつ、国内外の学界、産業界等

から幅広く優れた研究者の登用を図る。 

  ・面接による目標管理方式を基本とした職務業績評価

を導入し、本人の職務能力向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人材の効率的な活用 

・任期付研究員を含め、国内外の学界、産業界等

から幅広く優れた研究者を登用する。 

・研究者を研究費により採用する流動研究員制度

を活用しつつ、研究者の確保に努める。 

・面接による目標管理方式を基本とした職務業績

評価制度や新たに導入する研究員派遣研修制度

等により、職員の職務能力の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人材の効率的な活用                          

(１)常勤職員の状況、研究系職員の採用 

－１５年度末の常勤職員は２６９人(２６１人)であり、そのうち研究系職員は２０６

人(２００人)であった。 

－１５年度においては、研究系職員１５人を新たに採用し、これらはすべて公募によ

った。ただし、大学への転出者等が９人あり、研究系職員の実員は６人の増であっ

た。 

－１５年度に採用した研究系職員のうち６人は任期付研究員であった。その結果、同年

度末の任期付研究員は３０人となり、研究系職員の中で占める割合は約１５％になっ

た。 

             研究系職員の人数 

 

平成13年度 平成14年度 平成15年度
新規採用 20人（16) 　16人(11) 　15人(6)
転出等 △５人　(０) △9人 (０ ) △9人 (４ )
年度末人数 193人(17)200人(28） 20６人(３０）  

  注）カッコ内は、任期付研究員の数（内数）である。 

(２)流動研究員、共同研究者等の確保 

－高度な研究能力を有する研究者や独創性に富む若手研究者等を受け入れる流動研究

員制度を活用し、ＮＩＥＳフェロー、ＮＩＥＳポスドクフェロー等の採用を進めた。

１５年度末の員数は１１９人であり、前年度（８４人）に比し約４割増となった。 

－外部との連携を図るため、国内外の大学、研究機関等から客員研究官１３人、客員研

究員３０５人を委嘱・招へいするとともに、共同研究員６７人、研究生９３人を受け

入れた。 

－１４年度に雇用制度を設けた高度技能専門員については、１５年度末現在、１人とな

っている。 

流動研究員等の人数 

 

 

１３年度末 １４年度末 １５年度末      備考 

流動研究員   ４７人    ８４人 １１９人 

研究所の研究業務遂行のため、 

研究費で雇用した研究者 

客員研究官    －    １２人    １３人 

客員研究員 ３１１人 ３１２人 ３０５人 

研究所の研究への指導、研究実施のた

め、 

研究所が委嘱した研究者 

共同研究員   ７７人    ６３人    ６７人 

研 究 生   ８１人    ７３人    ９３人 

共同研究、研究指導のため、 

研究所が受け入れた研究者・研究生 

高度技能専門員     －     １人 １人 環境情報提供、施設管理等の技術要員 
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２．人材の効率的な活用 

 任期付研究員や流動研究員の増員

により、人材の効率的活用が一層促

進されてきている。 

 今後も、引き続き任期付研究員等

のキャリアパスを考慮した活用を図

るとともに、常勤職員とのバランス

にも配慮した活用が図られるよう期

待する。 
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３．財務の効率化 

    下記により財務の効率化を図る。 

  ・競争的資金及び受託業務費について、平成１３年度

の見込額からの中期目標期間中の平均の伸び率につい

て、年４％台の増加を図るよう、その確保を促進するた

めの方策を検討し、自己収入の確保に努める。 

  ・研究所の知的・物的能力を、業務に支障のない範囲

で、所外の関係機関に対して提供して収入を得ること等

により、円滑な財務運営の確保に努める。 

  ・物品及びサービスの一括的な購入等により予算の経

済的な執行を行い支出の削減に努めるとともに、「５．業

務における環境配慮」の光熱水量の削減努力とあわせ、

運営費交付金に係る業務費の毎年少なくとも１％相当の

削減に努める。 

  ・会計事務への電子決済システムの段階的な導入等所

内のＩＴ化を進めることにより、事務処理の迅速化・効

率化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．財務の効率化 

・競争的資金及び受託業務経費について、平成１

５年度の見込額の確保を図るなど、自己収入の確

保に努める。 

・大型研究施設の利用、環境微生物等の頒布等研

究所の知的・物的資源を所外に有償提供すること

により収入の確保に努める。 

・所内事務の IT 化等により、事務処理の効率化

を図る。 

・予算の経済的な執行による支出の削減努力及び

「５．業務における環境配慮」の光熱水量の削減

努力により、運営費交付金に係る業務費の少なく

とも１％相当の削減に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)職務業績評価など職務能力向上のための取組 

－毎年度における職員の職務活動について、面接による目標設定と業績評価を行う職

務業績評価制度を実施した。また、１４年度職務業績の評価結果については、１５

年度の６月期業績手当及び特別昇給に反映させた。 

－その他、研究活動等で顕著な功績があった職員に対するＮＩＥＳ賞の表彰（１人）

を行うとともに、１５年度より若手研究職員の派遣研修制度を創設した（１５年度

の派遣実績はなし）。 

 

 

 

３．財務の効率化 

(１)自己収入の確保 

－１５年度においては、運営費交付金を始めとする研究所の収入額１６，０６２百万

円のうち、自己収入として総額４，７２２百万円を確保した。これは年度当初の見

込額（３，５０８百万円）を上まわり、１４年度実績（３，９１０百万円）に対し

２０．８％の増であった。 

 

         自己収入の総額と主な内訳（金額単位：千円） 

         区    分 １３年度 １４年度 １５年度 

自己収入の総額 3,192,543 3,910,228     4,721,801 

競争的資金・一括計上 2,059,411 2,236,996     2,143,240 

政府業務受託 1,035,766 1,547,028     2,301,142 

民間等受託・民間寄附 32,542 60,966       225,511 

主 

な 

内 

訳 試料分譲・施設使用料 4,010 13,373        10,854 

 

 －この他、科学研究費補助金等の研究補助金については、７６件、４５５百万円の

交付を得た。なお、これらの補助金は、間接経費（百万円）を除き、研究所の収入に

は算入されない。 

 

(２)知的・物的な所外貢献 

－知的・物的な所外貢献として、環境標準試料や微生物保存株に係る有償分譲を引き

続き行ったほか、大気拡散風洞実験施設について、外部への有償貸付を行った。１

５年度において、環境標準試料等の分譲による収入は１，０５５万円（６４９万円）、

大気拡散風洞実験施設の使用貸付による収入は２９万円（６８９万円）であった。 

(３)事務処理の効率化 

－会計事務のシステム面では、１３年度に導入した独立行政法人用のコンピュータシ

ステム（会計基本システム）を引き続き活用するとともに、次の改善を行った。 
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３財務の効率化 

 前年度に比べ確実に自己収入を増

加させたことは高く評価する。 

また、競争入札や一括購入などの

積極的な活用により、支出削減の努

力並びに会計事務処理の効率化に進

展がみられた。今後は、間接部門の

更なる効率化の推進を図られること

を望む。 

 なお、実績の報告等に際しては、

削減、効率化の状況を詳細に判断で

きるよう十分なデータの提供を要望

する。 
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る予算の執行状況を自分のパソコンで閲覧できるシステム（会計閲覧システ

ム）を平成１４年１２月から運用を開始し、ユニットにおける会計システム担

当者の業務時間の省力化を図った。また、これまでセキュリテイ等の関係から

会計課担当官が日々手動更新を行っていたものを自動更新に改善し、業務の効

率化を図った。 

－事務用品、研究機器等の調達については、研究者単位・予算区分ごとの小口発注で

なく、物品等の取扱業種単位で全所的に取りまとめて発注する一括購入を進めた。

その結果、物品購入の総量が増加しているなか、契約件数の削減・集約を通じ、調

達業務の効率化を図った。 

 

           物品購入の契約件数と契約総額 

 １３年度 １４年度 

（対１３年度比）

１５年度 

（対１３年度比） 

物品購入の契約

件数 

 

７，４９３件 

 

６，４２５件 

（０．８６）

 

６，３６４件 

（０．８５） 

同契約総額  

２，０７４百万円 

 

３，１２０百万円

（１．５０） 

 

３，４４３百万円 

（１．６６） 

 

 －その他、旅費請求書、研究協力依頼及び出張依頼文書等の書式の見直しを行った。 

 

(４)予算の経済的な執行、業務費の削減のための取組 

－一定額以上の契約については、専門経験を要するものを除き原則として競争入札に

よることとしており、１５年度においては、全契約件数２７０件（２０９件）のう

ち、３５件（５１件）について一般競争入札により契約を行った。 

 なお、前年に比べ入札件数が減少したのは、物品購入にかかるものについて１５

年度に緊急に必要となった有機ヒ素化合物汚染対策などの調査研究にかかる研究

機器の購入であり、その多くが外国製の研究機器であることから日本国内における

販売が限定されているため競争入札に付すことが困難だったため。 

－営繕工事については、１５年度においては全ての工事について、国土交通省への支

出委任を取りやめ自主施行とし、効率的な施工を行い、また、積算精査等を通じて

コスト圧縮を図った。 

－所内施設の管理等に係る契約については、対象施設が増加するなかで業務内容の見

直し等を行い、経費の削減に努めた。その例としては、 

 ・所内廃棄物処理施設運転管理業務の請負契約では、運転管理業務日（休日を除外）

の見直しと、競争入札により、前年度７４百万円に対し、５１百万円に（削減額２

３百万円） 

 ・所内清掃業務の請負契約では、競争入札により、前年度４１百万円に対し、１５

年度２８百万円に（削減額１３百万円） 
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３．効率的な施設運用 

   施設等の活用状況を的確に把握し、稼

働状況に余裕のある施設等については、そ

の有効活用を図るなど適切な措置を講じ

るとともに、計画的な施設の保守管理を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．効率的な施設運用 

    下記により施設の効率的な運用を図る。 

  ・研究体制の規模や研究成果等に見合った研究施設の

スペース再配分などを含め、研究施設の一層効率的な利

用等の推進を図る。 

  ・大型実験施設等について、他機関との共同利用や受

託業務での利用等、効率的な利用を推進する。 

  ・研究施設の重点的な改修を含めた計画的な保守管理

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．効率的な施設運用 

・スペース課金制度の運用、１４年度にとりまと

めた見直し方向に沿った大型施設の運営管理の

改善等により、研究施設の合理的・効果的な利用

の推進を図る。 

・大型実験施設の他機関との共同利用や外部への

貸出、受託業務での利用等による効率的な施設利

用を促進する。 

・研究施設の計画的な保守管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・所内複写機の賃貸借及び保守業務について一括管理方式に改め、競争入札により、

前年度１９百万円に対し、９百万円に（削減額１０百万円） 

－以上の取組により、運営費交付金に係る効率化係数（１.１％減）相当額差引後の予

算範囲内で事業を執行するとともに、後述のスペース課金も含めて新たな研究基盤

整備等の財源を捻出した。 

 

(５)適正な財務管理の取組 

－研究所における月次決算や財務収支状況等を定期的に所内に開示し、適正な財務管

理に努めた。 

－棚卸資産の適正管理のため、１６年３月末に実地棚卸調査を行った。 

また、有形固定資産（取得価格が５０万円以上の物品）について、適正に管理され

ているか確認する有形固定資産実査を１６年３月から実施している。 

－独立行政法人化後の新たな業務である受託（請負）事業については、各ユニットに

対し、１５年５月に受託（請負）業務契約説明会を実施するとともに１６年３月に

は受託（請負）業務に係る精算報告書作成等に関する説明会を開催し、会計事務手

続きの説明・指導を行った。また、各ユニットにおける受託業務に係る経費別収支

簿（執行管理簿）の確認・指導を行った。 

 

 

 

４．効率的な施設運用 

(１) スペース課金制度の運用 

－研究所のスペースの合理的利用を図るため、スペース課金制度に基づき課金徴収を

行うとともに、各ユニットから返納された空きスペースについて、新たな研究ニーズ

への対応を中心に５２６ｍ2を再配分し、有効活用した。 

(２)．新たな研究施設の稼働等 

 －国の整備による環境試料タイムカプセル棟及び底質シミュレーター室が竣工し、

稼働を開始することにより、それぞれの担当分野の研究を一層効率的に推進するこ

とが可能になった。 

－研究施設、研究機器、研究の共通のインフラ等の更新・整備を効率的に図るため、

また、所内に整備されている大型計測機器を効率的に活用するため、共同利用状況等

を取りまとめたデータベースを作成し情報の共有化を図った。所内公募を行い、１５

年度新たに設置した大型施設調整委員会、大型計測機器調整委員会において共通性等

について検討するとともに、優先順位を付けた上、研究基盤整備を行った。 

(３)．効率的な施設利用のための取組 

 －大型施設の運営・保守管理については、関係研究者を中心とした各施設の運営連

絡会と総務部の連携の下、外部の専門業者を活用して実施した。１５年度においては、

大型施設の見直し（平成１４年１２月 大型施設等見直し検討小委員会報告）による合

理化等により、請負金額で約６３，２００千円、請負人数で８人の削減となった。 
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４．効率的な施設運用 

 スペースを流動的、効率的に活用

するというスペース課金制度は機能

していると評価する。 

なお、敷地における建物の配置の

状況や新たな業務の発生などをふま

えた制度の更なる検討が望まれる。
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４．業務における環境配慮 

   業務に当たっては、物品及びサービス

の購入・使用並びに施設の整備及び維持管

理に際しての環境配慮を徹底するために、

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づく政府の事務及び事業に関する温室

効果ガスの排出の抑制等のための実行計

画に定められる目標に準じて、その達成を

図る（なお、実行計画が策定されるまでの

間、研究所の延べ床面積当たりの光熱水量

を平成１２年度比で概ね９０％以下に維

持するよう努める）ことなどにより、電

気・ガス等の資源・エネルギー使用の削減、

廃棄物の適正処理及びリサイクルの徹底、

化学物質管理の強化に努めるなど自主的

な環境管理に積極的に取り組み、その状況

について毎年公表を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．業務における環境配慮 

  下記により業務における環境配慮を徹底し、環境負荷

の削減を図る。 

  ・物品及びサービスの購入・使用に当たっては、環境

配慮を徹底する。 

  ・「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、政

府の事務及び事業に関する温室効果ガスの排出の抑制等

のための実行計画に定められる目標に準じて、その達成

を図る。 

  ・なお、当分の間、環境負荷の削減のための資源・エ

ネルギー利用の節約を図るため、研究所の延べ床面積あ

たりの電気・ガスなどの光熱水量を、平成１２年度比で

概ね９０％以下に維持するよう努めることとし、このた

め、大型実験施設の計画的・効率的な利用や研究棟にお

ける節電等を図る。 

  ・廃棄物の適正処理を進めるとともに、廃棄物の減量

化、リユース及びリサイクルを徹底する。 

  ・施設整備や維持管理に際しての環境負荷の低減の観

点からの取組や、化学物質の管理の強化など自主的な環

境管理の推進に努める。 

  ・これらを推進するための体制を整備するとともに、

これらの措置状況について毎年とりまとめて公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．業務における環境配慮 

・研究所の環境憲章に基づき、環境配慮の着実な

実施を図る。 

・グリーン購入法に基づき毎年度作成する調達方

針に基づき、環境に配慮した物品及びサービスの

購入・使用を徹底する。 

・「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ

く政府の実行計画に定められた目標（温室効果ガ

ス排出量を５年後に７％削減）を踏まえ、研究所

の床面積当たりの電気・ガスなどの光熱水量を平

成１２年度比で概ね９０％以下にするための省

エネルギー計画に基づく対策の計画的な推進等

を図り、温室効果ガス排出量の削減を目指す。ま

た、省エネ診断に基づく新たな対策、エネルギー

課金制度等についても検討を進める。 

・廃棄物・リサイクルに関する基本方針に基づき、

廃棄物等の発生抑制を図るとともに、廃棄物等の

うち有用なもの（循環資源）の循環的な利用等を

推進する。 

・化学物質の使用等の現状を把握し管理の徹底を

図るなど自主的な環境管理の推進に努める。 

・これらの環境配慮の取組状況をとりまとめ公表

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．業務における環境配慮 

（１）．環境配慮の着実な実施 

－環境管理委員会への廃棄物管理専門委員会及び省エネルギー小委員会の設置、化

学物質管理小委員会と安全管理委員会の統合等、前年度に強化した環境管理体制

を活かして、環境憲章に基づき、環境配慮に関する取組みの着実な実施を図った。

主な取り組みは以下のとおりである。 

(２)．省エネルギー等の取組 

 －省エネルギー等の計画的推進のため、「国立環境研究所省エネルギー等計画」に基

づき、研究計画との調整を図りつつ例年を上回る大型実験施設の計画的休止及びエ

ネルギー管理の細かな対応等に取り組んだ。また、夏期冷房の室温設定を２８℃、

冬期暖房の室温設定を１９℃に維持することを目標とした。 

－省エネ対策として、１５年度には省エネ機器として、省エネ型ターボ冷凍機、大

型ポンプへのインバーター装置を導入した。また、窓ガラスに断熱フィルムを貼る

等の省エネ対策を講じた。さらに主要各施設に積算電力計及び積算流量計（冷水・

蒸気）を取り付け、エネルギーの細かな管理に努めた。また、環境配慮の面から更

なる省エネを図るためのＥＳＣＯ事業の導入の準備を行った。 

※ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業 

 工場やビル等の省エネルギーに関する包括的なサービスを提供し、それまでの

環境を損なうことなく省エネルギーを実現し、さらには、その結果得られる省

エネルギー効果を保証する事業 

 －平成１５年度における光熱水量の実績は、下表のとおりであった。 

電気・ガスのエネルギー消費量は、上記の取組みにより改善が見られ、年間実績と

しては対１２年度比・床面積当たりで６％の減少となり、計画目標（１２年度比・

床面積当たり９０％以下）に近づいた。 

一方、上水使用量については、１２年１２月に一般実験廃水の再利用施設を整備し、

１３年度以降本格的に稼動したことにより、年々効果がみられ１５年度には対１２

年度比・床面積当たりで２３％の減少となり、計画の目標（１２年度比・床面積当

たり１０％以上の削減）を大幅に上回る成果であった。 

表１ エネルギー消費量及び上水使用量 

項目             年度 

 

 

１２年度 

 

 

１５年度 

電気 
274,075  GJ 322,832 GJ 

ガス 
176,084  GJ 217,831 GJ 

エネルギー消費量 

合計 
450,159  GJ 540,663 GJ 

床面積当りエネルギー消費量 
7.4394  GJ/㎡ 6.9641 GJ/㎡ 

（対１２年度増減率）  
(１００) (９４) 

上水使用量 
148,054  ㎥ 147,112 ㎥ 

床面積当り上水使用量 
2.44  ㎥/㎡ 1.89 ㎥/㎡ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５業務における環境配慮 

 前年度の懸案事項であった、エネ

ルギー消費量の削減を図るなど、環

境配慮に係る依り組みの努力を評価

する。 

 今後は、感染性、実験系廃棄物な

どの廃棄物管理の充実にも一層の努

力を期待したい。 

また、環境研究の専門機関として

の自覚のもとに、職員個々の環境配

慮の心がけの周知を図ることも必要

と考える。 
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（対１２年度増減率）   
(１００) (７７) 

（参考）延床面積 
60,510  ㎡ 77,636 ㎡ 

 

 －なお、地球温暖化対策推進法に基づく政府の温室効果ガス排出抑制等に関する実

行計画が１４年７月に策定されたことから、研究所における１４年度の二酸化炭素排

出量を算定したところ、政府実行計画と同じ指標の対１３年度比・排出量では１３％

の増加、同・床面積当たりでも３％の増加であった。 

  今後、改定省エネ計画の推進等により、できるだけ早期の排出削減を図りたい。 

表２ ＣＯ２排出量の推移 

注. 増減率は、政府実行計画に準じて１３年度を基準として示した。 

 

(３)．廃棄物・リサイクルの取組 

 －「廃棄物・リサイクルに関する基本方針及び実施方針」に基づき、廃棄物の分別

収集を徹底するとともに、広報活動等による周知・啓発を図り、廃棄物の減量化及

びリサイクルに努めた。 

－廃棄物管理の充実を図るため、特に取扱いに注意を要する感染性廃棄物について取

扱要領の策定準備を行った。今後、さらに実験系廃棄物の取扱要領等を再整備し、

廃棄物管理に万全を期することとしている。 

－上記の実施方針に基づき、廃棄物等の発生量を日々計測し、集計整理した。平成１

５年度における廃棄物等の発生量は下表のとおりである。 

 

 

 

 

 

項目     

             年度 
１２年度 １３年度 １４年度 1５年度 

電気 8,556 ｔ 9,764 ｔ 10,597  ｔ 10,078 ｔ 

ガス 9,048 ｔ 11,089 ｔ 13,061  ｔ 11,198 ｔ 

その他 35 ｔ 35  ｔ 49  ｔ 58  ｔ 

合計 
17,63

9  
ｔ 20,888 ｔ 23,707  ｔ 21,334  ｔ 

ＣＯ２排出量

対１３年度増減率  (１００) (１１４) (１０２) 

床面積当たりＣＯ２排出量 0.29 ｔ/㎡ 0.29  ｔ/㎡ 0.30  ｔ/㎡ 0.27 ｔ/㎡ 

（対１３年度増減率） 注）  (１００) (１０３) (９３) 

（参考）延床面積 60,510 ㎡ 71,894 ㎡ 77,636  ㎡ 77,636 ㎡

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．物品一括購入等による業務費削減の努

力 

   物品及びサービスの一括的な購入等

により予算の経済的な執行を行い支出の

削減に努めるとともに、大型実験施設の計

画的・効率的利用等による上記４に掲げた

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 廃棄物等の発生量 

平成１４年度 平成１５年度 備    考 

区   分 

発生量 発生量  

可燃物 77,286 ㎏ 76,056 ㎏   

実験廃液 10,019 ･  14,447 ･  本構外施設から受入れ 

廃プラスチック類 8,618 ㎏ 18,738 ㎏  

ペットボトル 699 ㎏ 1,217 ㎏  

循 アルミ缶 317 ㎏ 532 ㎏  

環
金属くず 9,587 ㎏ 11,705 ㎏  

資
機器等 4,890 ㎏ 3,147 ㎏  

源
電池類 392 ㎏ 311 ㎏  

古紙 51,941 ㎏ 42,584 ㎏  

空き瓶 6,032 ㎏ 5,641 ㎏  

注1）

ガラスくず 1,908 ㎏ 1,930 ㎏  

合   計注２） 171,689 ㎏ 176,338 ㎏ 対前年度１０３％ 

（参考）研究所職員数注３） 926人 1,007人 対前年度１０９％ 

 

(４)．化学物質の適正管理 

  －「化学物質のリスク管理に関する基本方針及び実施方針」に基づき、管理台帳シ

ステムに基づく化学物質管理を徹底するなど化学物質の合成、購入、保管、使用から

廃棄に至るまでの適正な管理を推進した。 

－「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（以

下、PRTR 法という。）に基づき、ダイオキシン類の排出・移動量の届出を行うとと

もに、同法に基づく届出対象の基準に達しなかった化学物質についても、使用状況に

関する所内調査により排出・移動量の見積りを自主的に行った。 

 

(５)．グリーン調達の実施 

 －グリーン購入法に基づき、国立環境研究所として策定した「環境物品等の調達の推

進を図るための方針」により、環境に配慮した物品及びサービスの調達を行った。 

 

(６)．取組状況の公表 

－１５年度に実施した環境配慮の取組について、その状況を取りまとめ、ホームペー

ジで公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（財務の効率化において評価） 
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光熱水量の削減努力と併せ、運営費交付金

に係る業務費の毎年少なくとも１％相当

の削減に努める。 

 

 

 

 

 

６．業務運営の進行管理 

   研究所内の業務進行管理体制を強化

し、各年度の研究計画を作成、公表すると

ともに、外部の専門家の評価・助言を得つ

つ、業務の進行状況を組織的かつ定期的に

点検し、業務の効率的かつ円滑な実施のた

めに必要な措置を適時に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．業務運営の進行管理 

    下記により業務運営の効率的な進行管理を図る。 

  ①研究の実施にあたっては、 

    ・各年度の研究計画をまとめて公表する。 

    ・第２．１（２）の重点研究分野の各主要研究課題

ごとにリーダーを置き、研究内容の調整、進行管理等を

行う。 

    ・特に、第２．１（３）のア．重点特別研究プロジ

ェクト及びイ．政策対応型調査研究については、研究所

内部での進行管理に加えて、前年度の成果及び当該年度

の研究計画について、外部の専門家の評価・助言を受け

ながら実施する。 

  ②業務運営の実施状況をモニターしながら、業務の的

確な実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．業務運営の進行管理 

・ 平成１５年度の研究計画を作成し、公表する。

・重点研究分野の各主要研究課題ごとに定めたリ

ーダーを中心に、研究内容の調整、進行管理等を

行う。 

・特に、第２．１（３）のア．重点特別研究プロ

ジェクト及びイ．政策対応型調査研究について

は、研究所内部での進行管理に加えて、当該年度

の研究計画について、外部の専門家の評価・助言

を受けながら実施する。 

・所内委員会等において業務運営の実施状況をモ

ニターしながら、業務の的確かつ円滑な調整、推

進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．業務運営の進行管理 

(１) －重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・研究、重点研究分野ごとの研究課
題、先導的・萌芽的研究及び知的研究基盤を対象に、１５年度の研究計画を作成し、

関係者に配布するとともに、ホームページで公表した。 

また、１６年度の研究計画についてとりまとめを行った。 
 

(２)．重点研究分野の研究推進 

 －重点研究分野については、主要研究課題ごとに指名されたリーダーのもと、所内の

研究の動向の把握、進行管理等に努めた。 

 

(３)．重点特別研究プロジェクト等の研究推進 

 －重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・研究及び知的研究基盤について、所

内の研究評価委員会による年度評価（平成１６年３月１６、１７日）及び外部の専門

家により構成される研究評価委員会（国立環境研究所研究評価委員会、以下「外部研

究評価委員会」という。）による年度評価を行った（平成１６年４月１６日）。 

今回の外部評価においては、円滑な評価の実施に資するため、研究成果目標と年度

ごとの成果を対比した表を作成し、研究の進捗状況を把握しやすくした他、研究成果

の状況に関する記述を追加する等、評価資料の構成を変更した。また、より実りある

評価・助言をいただくため、昨年度と同様、評価委員の中から、課題ごとに最も関係

が深いと思われる委員を主査とし、また、専門分野が関係すると思われる委員に主担

当を特にお願いする方式をとった。 

 

(４)．委員会等による進行管理 

 －理事会に加え、研究所の運営に関する重要事項を審議するためのユニット長会議、
研究業務の円滑な推進を図るための研究推進委員会等を定期的に開催したほか、目的

に応じて所要の各種委員会を設置した。 

－また、ユニット長会議等においては、以下のように業務進捗状況等の定期報告、進行

管理を行った。 

・ ユニットごとの研究活動状況等の年３回の定期報告 

・ 業務執行状況集計表、合計残高試算表による毎月の財務状況の報告 

 

(５)．内部監査の実施 

 －監事監査及びこれと協同して行われた内部監査の結果等をふまえ、届出書類の書式

の簡素化、電子申請方式の採用等を進めるとともに、外部配送物品の集積、受渡し方

法の合理化等、業務処理体制の効率化を図った。 
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６．業務運営の進行管理    

 平成１３年度に整備された

外部評価制度等のもとで、適切

に進行管理が行われているも

のと評価される。    
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第３ 国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する事項 

 独立行政法人国立環境研究所は、２１世

紀において多様化、深刻化する環境問題の

解決及び未然防止に貢献することを第一

の目的として、以下の基本理念に沿って、

環境研究業務及び環境情報の収集・整理・

提供業務の一層の充実を図る。 

 第一に、我が国における中核的環境研究

機関として、地球環境問題、循環型社会の

構築、化学物質のリスク管理を始めとする

幅広い分野の課題に取り組み、国内はもと

より国外からも高い評価が得られるよう

な質の高い研究成果が上げられるよう努

めることとする。 

 第二に、本中期目標の期間を超えた対応

が必要な分野や地道な蓄積が必要な分野

については、長期的視点に立った基盤的な

研究や先行先導的な研究を行うとともに、

緊急な対策が必要となる新しい環境問題

が生じた場合に、その問題に関する研究に

迅速かつ重点的に取り組むなど柔軟性の

ある対応を行う。 

 第三に、地域性のある環境問題に関する

研究や学際的な環境研究を行う上で国内

外の他の研究機関等との連携が重要であ

り、アジア地域を始めとする海外の研究機

関や大学、民間、地方公共団体など国内の

他の研究機関等とのネットワークを構築

し、その中核となるセンターとしての機能

を果たす。 

 第四に、環境政策の企画・立案・実施や、

国民、事業者等による環境保全活動の実施

に必要な知見を提供できるような研究成

果を上げるよう努める。 

 第５に、環境問題に関する知識の普及、

環境保全意識の向上を目的に、環境情報の

収集・発信基地として、正確かつ分かりや

すい環境情報の提供に努める。 

 

 

 

 

第２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中期目標に掲げる基本理念に沿って、環境研究業務及び

環境情報の収集・整理・提供業務の一層の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２．国民に対して提供するサービスその他の業

務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置  
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Ⅱ 国民に対して提供するサービス

 その他の業務の室の向上に関する

 事項 

 以下に示すとおり、環境研究に関

する業務及び環境情報の収集・整

理・提供に関する業務について、そ

の業務の質及びサービスの質の向上

が着実に図られていると判断される

ことから、総合的に判断しＡ評価と

する。 
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１．環境研究に関する業務 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 環境研究の充実 

     環境問題の解決及び未然防止に貢献

するという目的を明確に意識しながら、研

究を実施する。 

    特に、 

 ① 環境行政・政策に対応した調査・研 

究 

   ② 循環型社会の形成等に必要な環境

技術の開発・普及に関する調査・研究の充

実を図る。 

    また、研究の実施に当たっては、毎年

度、具体的な研究計画を作成し、研究の着

実な実施を図るとともに、所内公募システ

ムの導入による研究課題の決定など、競争

的研究環境の構築に留意する。 

   さらに、職員が、研究成果の発表や他

の研究者との意見交換等を通じて、研究分

野に関する知見を深めるとともに、研究意

欲、研究能力の向上を図れるよう、職員の

国内外の学会、シンポジウム等への参加を

奨励する。 

   また、国内外の他の研究機関等とのネ

ットワークの中核センターとして、共同研

究及び研究交流の企画・調整・実施、知的

研究基盤の提供、研究能力向上のための支

援などを実施する。なお、これらの研究機

関との連携の推進のため、研究者への情報

提供や交流のためのフォーラムの開催、連

絡会議の開催など必要な措置を講じる。 

   さらに、環境省が開催する各種の諮問

会議等への職員の参画、環境省の要請に応

じた政策立案に関する専門的助言等によ

り、可能な限り、行政支援に努める。 

 

 

１．環境研究に関する業務 

 

 

 

 

 

 

 

(１)  環境研究の充実 

    持続可能な社会の実現を目指し、地球環境の保全、

公害の防止、自然環境の保全及び良好な環境の創出の視

点に立って、環境政策立案に資する科学的知見の取得に

配慮しつつ、学際的かつ総合的に質の高い環境研究を進

める。この際、長期的視点に立った基盤的な研究や先行

先導的な研究の推進に留意するとともに、社会情勢やニ

ーズの変化に即応した研究等にも適切に対応する。  

     研究の実施に当たっては、所内の競争的環境を醸成

するとともに、毎年度研究計画を作成し、計画的な業務

実施に努める。また、環境技術の開発・普及に関しても

重点的に取り組むこととし、廃棄物処理・資源化技術、

環境測定分析技術等の調査研究を進めるとともに、環境

省等に技術開発・評価に関する知見の提供等を行う。 

     また、以下のような他機関との協力を進め、研究ネ

ットワークを構築する。 

   ①  国際研究プログラムや国際的役割分担を踏まえ

た研究を実施する。 

   ②  二国間協定等の枠組みの下で、開発途上国を含め

た国際的な共同研究を実施する。 

   ③  大学、民間、地方公共団体など国内の他の研究機

関との有機的連携のもとに共同研究を実施する。 

   ④  研究者等の受入・派遣、ワークショップの開催、

研究者間の情報提供や交流のためのフォーラムの開催

等、他機関との研究交流を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．環境研究に関する業務 

 

 

 

 

 

 

 

(1)環境研究の充実 

 持続可能な社会の実現を目指し、地球環境の保

全、公害の防止、自然環境の保全及び良好な環境

の創出の視点に立って、環境政策立案に資する科

学的知見の取得に配慮しつつ、学際的かつ総合的

に環境分野の研究を推進する。 

 また、環境技術の開発・普及の視点や、国内外

の他機関との協力による研究ネットワークの構

築の視点にも留意しつつ、以下のとおり環境研究

に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．環境研究に関する業務         

 

 

 

 

 

 

 

(１)環境研究の充実 

①．総合的な研究の推進 

 －様々な専門分野をバックグラウンドとする所内の研究者を結集し、国内外の他機

関との連携を図りつつ、６課題の重点特別研究プロジェクト及び２課題の政策対応型

調査・研究を中心とする分野横断的なプロジェクト研究の実施に努めた。また、環境

分野を幅広くカバーする６分野の研究領域をコアとして、基盤的研究を推進した。併

せて、常に先を見た研究テーマを考え、長期的に研究所の研究の方向等を恒常的に議

論する場として、研究担当理事の下に設置された研究推進タスクフォースにおいて、

研究所の長期的ビジョンの検討を進めた。 

②．基盤的研究・先行先導的な研究の推進 

 －研究領域を中心に若手研究者の育成を図るとともに、奨励研究テーマ等の所内公

募研究制度の活用等により、競争的な環境の下での基盤的研究の推進、先行・先導

的な研究の発掘・育成に努めた。 

③．国内の研究機関等との連携 

 －企業、国立研究所・独立行政法人等との間で共同研究契約を締結し、共同研究を

実施している（資料２８）。また、２９の地方環境研究所との間でも共同研究を進め

ている（資料２９）。さらに、企業等から受託研究を１０件（１１件）、研究奨励寄

附金を１２件（９件）受けるなど企業等との連携に一定の成果がみられた。 

 １３年度 １４年度 １５年度 

共同研究契約*  ３７ ４０ ６１ 

企業 １８ ２２ ２１ 

国立研究所・独立行政法人 ７ ８ １７ 

特殊法人その他 １２ １０ ２３ 

地方環境研究所との共同研究  ４３ ４５ ５６ 

企業等からの受託研究・研究奨励寄付金  １１ ２０ ２２  

*一つの契約であっても、複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には、それぞ

れ該当する機関の欄に計上している 

－今後の研究協力を模索するために企業等３者（３者）と情報交換・意見交換を行っ

た。特に、（社）日本自動車工業会との間では、１５年度から自動車排出ガスに起因

するナノ粒子の生体影響に関する共同研究を実施することに合意（平成１５年５月

２０日に覚書締結）したほか、平成１６年１月には、２００４環境ナノ粒子シンポ

ジウムを開催した。 

－大学との間で教育・研究交流の実施について取り決めた交流協定等は、継続・更新

も含めて８件（７件）である（資料３０）。人的交流としては、研究者が大学の併任

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 環境研究に関する業務 

 我が国の環境研究の中核として広

範囲な環境分野に対応した研究が適

切に進められているとともに、研究

成果の普及等についても努力が行わ

れているものと評価する。 

 

 

（１）環境研究の充実  

 国内外の研究機関との連携も含め

研究活動は前年同様活発に行われて

おり、中期計画に沿って総合的に環

境研究が推進されているものと評価

する。今後は、環境問題における社

会学的研究の分野が立ち後れている

状況に鑑み、喫緊の課題との認識の

もと、さらなる充実を期待する。 
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教官となるほか、大学から客員研究員や研究生の受入等を行っている。 

－環境関係の国立研究所・独立行政法人の連絡調整・情報交換の場として「環境研究

機関連絡会」が設置されており、１５年度後半から事務局を務めている。１回目の

連絡会を開催し各機関の活動の情報交換を行っており、今後、１６年度前半までの

任期中に連絡会を開催するとともに、連絡会メンバーによる「研究成果共同発表会」

の開催を予定している。  

－全国地方環境研連絡協議会と連携して、第１９回全国環境研究所交流シンポジウム

（テーマ「土壌地下水汚染の現状と方向」）を開催するとともに、地方環境研究所と

の協力に関する意見交換会を開催した。 

④．国際的な活動への参画及び協力 

 －ＵＮＥＰ、ＩＰＣＣ、ＯＥＣＤ等の国際機関の活動やＧＥＯ(地球観測グループ)、

ＩＧＢＰ、Species2000（生物多様性研究ネットワーク）等の国際研究プログラ

ムに積極的に参画するとともに、ＵＮＥＰのミレニアム・アセスメント、ＧＴＩ（世

界分類学イニシアティブ）のフォーカルポイント、Asia Flux ネットワーク、ＧＩ

Ｏ(温室効果ガスインベントリオフィス)、ＧＣＰ(グローバルカーボンプロジェク

ト；１６年４月から)の事務局としての活動等の取組を進めた。 

  なお、ＧＩＯの取り組みとして、平成１５年１１月にタイで行われた、「アジア地

域における温室効果ガスインベントリーに関するワークショップ」を共催したほか、

平成１６年１月に「温室効果ガス安定化シナリオワークショップ」を国立環境研究

所において開催する等の活動を行った。 

  また、平成１６年４月に東京で開催された第２回地球観測サミット（ＥＯＳ２）

のサイドイベントとして「地球環境モニタリングに関する国際シンポジウム」を開

催した。 

－二国間の環境保護協力協定及び科学技術協力協定の枠組みのもとで、１４ヵ国（１

４ヶ国）の研究機関と連携して、７０件（７２件）の国際共同研究を実施している

（資料３３）。また、これらの協定に基づく共同研究の見直しを随時行っている。 

－国際協力機構(JICA)の研修生として集団研修等の視察２２件１６７名（１８件１８

９名）、個別研修３件３名（３件３名）の受け入れを行った。 

⑤．環境行政、科学技術行政との連携 

 －中央環境審議会や専門委員会への参画や、各種委員会・検討会での指導的役割、

さらに受託業務の実施等を通じて、研究所の科学的知見を環境政策の検討に活かす

よう努めた。その一環として、グローバルな炭素循環に関する分野横断的かつ総合

的な国際共同研究等を行うため、平成１６年４月に「グローバルカーボンプロジェ

クト（ＧＣＰ）つくば国際オフィス」を設置するための準備を進めた。 

－環境省が中心となって対応することとなった旧軍化学兵器によると見られる有機ヒ

素化合物汚染について、受託業務として住民の健康被害、汚染源及び汚染の広がり

を特定するための土壌、地下水汚染の調査研究を実施した。 

－総合科学技術会議事務局に、研究所から参事官等として出向させるとともに、環境

分野の推進戦略に位置づけられた「イニシャティブ」の活動に積極的に参画した。 
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(２) 重点研究分野 

   本中期目標期間中に重点的に取り組む

べき研究分野は次のとおりとする。 

   ①  地球温暖化を始めとする地球環    

境問題への取り組み 

廃 棄 物 の 総 合 管 理 と 環 境 低 負 荷 

型・循環型社会の構築 

化学物質等の環境リスクの評価と管理 

多様な自然環境の保全と持続可能な利用 

環境の総合的管理（都市域の環境対策、広

域的環境問題等） 

開発途上国の環境問題 

環境問題の解明・対策のための監  

視観測 

これらの重点研究分野については、各  

分野ごとに別表に掲げる主要研究課題に 

ついて、それぞれ研究の方向を定め、これ 

に沿って研究を実施する。（別表略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)  重点研究分野 

    中期目標において定められた重点研究分野において

は、別紙１の研究の方向に沿って下記の研究を実施する。 

 

  ①地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み 

 

     －温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個別対策の

効果評価に関する研究 

     －地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通しに

関する観測・解析・モデリングと影響評価に関する研究 

 

     －京都議定書及び第二約束期間への我が国及びア

ジア諸国の対応可能性の政策研究 

     －オゾン層変動及び影響の解明と対策効果の監

視・評価に関する研究 

②廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会の   

構築 

     －環境低負荷型・循環型社会への転換支援のための

システム分析手法と基盤整備に関する研究 

 

     －廃棄物の資源化・適正処理技術及びシステムに関

する研究 

     －廃棄物処理に係るリスク制御に関する研究 

 

     －汚染環境の浄化技術に関する研究 

  ③  化学物質等の環境リスクの評価と管理 

    －内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管理に関す

る研究 

 －ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究  

 

    －化学物質の環境動態の解明とモニタリング手法の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)重点研究分野における業務内容 

重点研究分野について、別紙１の内容で研究を行

う。 

 

①地球温暖化を始めとする地球環境問題への取

り組み 

     －温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個

別対策の効果評価に関する研究 

     －地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見

通しに関する観測・解析・モデリングと影響評価

に関する研究 

     －京都議定書及び第二約束期間への我が国

及びアジア諸国の対応可能性の政策研究 

     －オゾン層変動及び影響の解明と対策効果

の監視・評価に関する研究 

②廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会

の構築 

－環境低負荷型・循環型社会への転換支援

のためのシステム分析手法と基盤整備に関する

研究 

     －廃棄物の資源化・適正処理技術及びシス

テムに関する研究 

     －廃棄物処理に係るリスク制御に関する研

究 

     －汚染環境の浄化技術に関する研究 

  ③  化学物質等の環境リスクの評価と管理 

    －内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管

理に関する研究 

 －ダイオキシン類のリスク評価と管理に関す

る研究  

    －化学物質の環境動態の解明とモニタリン

⑥．環境技術研究に関する取組 

－化学物質の計測技術や廃棄物の処理・リサイクル技術等の開発をはじめとした研究

を行っており、１５年度からナノテクノロジーを活用した環境技術開発・研究に着

手するとともに、専門家の意見・助言を得るためのアドバイザリーボードを設置し

た。また、洋上風力発電や、廃棄物等を利用した水素製造技術に関する研究を開始

した。 

－こうした知見をベースに、企業との共同研究等を通じて環境技術の開発・普及に積

極的に寄与するとともに、環境省等における環境技術の開発・評価等の検討への知

見の提供に努めた。 

 

 

(２)  重点研究分野における業務内容 

 －①地球温暖化を始めとする地球環境問題への取組、②廃棄物の総合管理と環境低

負荷型・循環型社会の構築、③化学物質の環境リスクの評価と管理、④多様な自然

環境の保全と持続可能な利用、⑤環境の総合的管理、⑥開発途上国の環境問題⑦環

境問題の解明・対策のための監視観測の各分野において、研究を行った。 

－各分野における研究課題とその内容については、平成１５年度研究計画にとりまと

めて公表するとともに、１５年度の研究成果については、平成１５年度国立環境研

究所年報にとりまとめて公表した。また、平成１６年度研究計画を取りまとめた。 
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（２）重点研究分野  

 進展度合いに若干の差はあるもの

の、重点分野全般的に満足すべき成

果を上げていると評価するが、「継

続」が重要な分野であることから、

マンネリにならないよう計画に進行

管理に留意した取組に期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 研究の構成 

  

 

 

 

ア．重点課題 

    重点研究分野のうち、特に重要な下

記の課題については、研究資源の重点的配

分を行い、重点研究プロジェクトを形成す

ることにより各課題毎に記述した目標の

達成を図る。 

開発に関する研究 

    －化学物質のリスク評価と管理に関する研究 

 

    －環境有害因子の健康影響の発生メカニズムの解明

とその検出手法の開発に関する研究 

  ④  多様な自然環境の保全と持続可能な利用 

   －生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究 

 

  －生態系の構造と機能及びその管理手法に関する   

研究 

  ⑤  環境の総合的管理（都市域の環境対策、広域的環 

境問題等） 

   －浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究 

 

   －酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影響に関す

る研究 

   －流域圏の総合的環境管理に関する研究 

   －湖沼・海域環境の保全に関する研究 

   －地下水汚染機構の解明とその予測に関する研究 

 

   －土壌劣化、土壌汚染の機構解明とその予測に関する

研究 

   ⑥  開発途上国の環境問題 

     －途上国の環境汚染対策に関する研究 

     －途上国の経済発展と環境保全の関わりに関する 

研究 

   ⑦  環境問題の解明・対策のための監視観測 

     －地球環境モニタリング 

     －衛星観測プロジェクト 

（別紙１略） 

 

 

(３)  研究の構成 

  

 

 

 

ア．重点特別研究プロジェクト 

     重点研究分野のうち、社会的要請も強く、研究の観

点からも大きな課題を有している下記の研究を重点特別

研究プロジェクトとして実施する。 

     研究の実施に当たっては、５年間を継続期間とする

プロジェクトグループを編成し、研究の方向及び到達目

グ手法の開発に関する研究 

    －化学物質のリスク評価と管理に関する研

究 

    －環境有害因子の健康影響の発生メカニズ

ムの解明とその検出手法の開発に関する研究 

  ④  多様な自然環境の保全と持続可能な利用 

   －生物多様性の減少機構の解明と保全に関す

る研究 

  －生態系の構造と機能及びその管理手法に関

する研究 

  ⑤  環境の総合的管理（都市域の環境対策、広

域的環境問題等） 

   －浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する

研究 

   －酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影響

に関する研究 

   －流域圏の総合的環境管理に関する研究 

   －湖沼・海域環境の保全に関する研究 

   －地下水汚染機構の解明とその予測に関する

研究 

   －土壌劣化、土壌汚染の機構解明とその予測

に関する研究 

   ⑥  開発途上国の環境問題 

     －途上国の環境汚染対策に関する研究 

     －途上国の経済発展と環境保全の関わりに

関する研究 

   ⑦  環境問題の解明・対策のための監視観測

     －地球環境モニタリング 

     －衛星観測プロジェクト 

（別紙１略） 

 

 

(３）研究の構成毎に見る業務内容 

 

 

 

 

ア．重点特別研究プロジェクト 

 重点特別研究プロジェクトについて、別紙２の

内容で研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３)  研究の構成毎に見る業務内容 

 

 

 

 

ア．重点特別研究プロジェクト 

 －次の６つのプロジェクトグループを設置し、年度計画に記載した方向での研究を

実施した。 

① 地球温暖化の影響評価と対策効果 

② 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明 

③ 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理 

④ 生物多様性の減少機構の解明と保存 

⑤ 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続可能な環境管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究の構成  

 研究の全体構成は妥当なものであ

り、その機能が良好に維持されてい

るもの評価する。 

 

ア．重点特別研究プロジェクト  

 外部研究評価の意見を考慮し、前

年度に引き続き優れた成果を上げて

いると評価する。ただし、外部研究

評価に比べ内部研究評価の方が良い

評価になっているものもあるため、
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 ①  地球温暖化の影響評価と対策効果 

経済発展・気候変動及びそれらの影響を統

合的に評価するモデルを用いて、地球規模

の気候変動及びその地域的影響のシナリ

オ並びに対応方策のあり方を、アジア地域

の持続可能な発展との関係で明らかにす

る。さらに、フィールド観測、遠隔計測、

統計データ等により、森林の炭素ストッ

ク・森林や海洋による二酸化炭素吸収量と

その変動要因を解明する。 

 ② 成層圏オゾン層変動のモニタリング

と機構解明 

      オゾン層変動の予測、検証に資す

るため、環境省が開発する人工衛星搭載セ

ンサー、地上設置遠隔計測機器等によるオ

ゾン層の観測、データ解析、数値シミュレ

ーションにより科学的知見の蓄積を図る

とともに、オゾン層変動のモニタリングデ

ータとオゾン層変動機構の解明のための

データを国内外に提供する。 

   ③ 内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理 

      内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類の総合的対策をより高度に実施

するため、(i)高感度・迅速分析技術、(ii)

環境動態、(iii)ヒト及び生態系への影響、

(iv)処理技術、(v)未知の関連物質、(vi)モ

ニタリングデータ、環境動態、影響評価等

の情報を統合化する情報管理・予測システ

ム、の検討を行い、リスク評価と管理の手

法を開発する。 

   ④生物多様性の減少機構の解明と保全 

標を別紙２のとおり設定し、重点的に予算配分を行い、

その達成を図る。 

     なお、当該期間中に新たなニーズが生じた場合に

は、重点特別研究プロジェクトについて、追加も含め機

動的な調整を行う。 

   

 

 

 

 

 

 ① 地球温暖化の影響評価と対策効果 

 －炭素循環と吸収源変動要因の解明 

 －統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナリオ分析 

とアジアを中心とした総合的対策研究 

 

 

 

 

 

 

 ② 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリス

ク評価と管理 

   －内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関する研究 

 

 －ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関する   

研究 

 

 

 

 

 

 ④ 生物多様性の減少機構の解明と保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地球温暖化の影響評価と対策効果 

     －炭素循環と吸収源変動要因の解明 

     －統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合的対策研

究 

    

 

 

 

 

② 成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解

明 

   

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類

のリスク評価と管理 

   －内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究 

 －ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関

する研究 

   

 

 

 

 

 ④ 生物多様性の減少機構の解明と保全 

⑥ 大気中微小粒子状物質（ＰＭ2.5）・ディーゼル排気粒子（ＤＥＰ）等の大気

中粒子状物質の動態解明と影響評価 

 

 －各プロジェクトグループは、重点的に配分された運営費交付金を核に競争的資金、

業務受託費などを確保しつつ研究を実施した。 

－各プロジェクトの研究は、１５年４月の外部研究評価委員会による中間評価（助言）

における委員コメントを踏まえつつ実施した。また、１５年度までの研究成果につ

いて１６年４月の同委員会において年度評価を受け、１６年度以降の研究実施方針

に反映することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部においてもより厳しい観点から

の研究評価が行われることを期待す

る。 
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      生息地の劣化（縮小・分断）により

影響を受ける生物の地理的分布の把握、局

所生態系と種の多様性の関係の解明等を

行うことにより、多様性保全上重要な地域

の抽出、生息地の劣化による影響の予測及

び対策の提言を行う。また、侵入生物（含

む遺伝子組換え生物）による生物多様性へ

の影響について、侵入経路、分布拡大、遺

伝的攪乱の現状把握、影響評価手法の開発

を行う。 

   ⑤東アジアの流域圏における生態系機

能のモデル化と持続可能な環境管理 

    東アジア、特に中国における流域圏

が持つ生態系機能について、日中共同で衛

星の受信局を設置して東アジアの観測ネ

ットワークを構築し、科学的に観測・把握

する。生態系機能に基づく流域環境管理モ

デルを開発し、生態系機能の劣化・修復の

予測手法を開発するとともに、環境負荷の

削減、開発計画の見直し、環境修復技術の

適用等持続可能な環境管理計画を提言す

る。 

 

 

   ⑥  大気中微小粒子状物質（PM2．

5）・ディーゼル排気粒子(DEP)等の大気中

粒子状物質の動態解明と影響評価 

     国際的に関心が高まっている DEP

等を含むPM2.5を中心とした大気中粒子

状物質の発生源特性や環境動態を明らか

にし、発生源と環境濃度との関連性を把握

する。これとともにPM2.5DEPの一般住

民への曝露量を推計し、健康影響と環境濃

度の関連性を検討する。また、影響評価に

資するため、動物実験を中心とした毒性評

価研究を行い知見を集積する。 

 

 

 

 

 イ．政策対応型調査・研究 

    重点研究分野のうち、循環型社会形

成推進・廃棄物管理及び化学物質環境リス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤ 東アジアの流域圏における生態系機能のモデル 

化と持続可能な環境管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥ 大気中微小粒子状物質（PM2．5）・ディーゼル排気

粒子（ＤＥＰ）等の大気中粒子状物質の動態解明と影響

評価（別紙２略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．政策対応型調査・研究 

     重点研究分野のうち、環境行政の新たなニーズに対

応した政策の立案及び実施に必要な下記の調査・研究を、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤ 東アジアの流域圏における生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 大気中微小粒子状物質（PM2．5）・ディー

ゼル排気粒子（ＤＥＰ）等の大気中粒子状物質の

動態解明と影響評価 

（別紙２略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．政策対応型調査・研究 

政策対応型調査・研究について、循環型社会

形成推進・廃棄物研究センター及び化学物質環境

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．政策対応型調査研究 

 －政策対応型調査研究を実施する組織として、循環型社会形成推進・廃棄物研究セ

ンター及び化学物質環境リスク研究センターを設置し、年度計画に記載した方向で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イ．政策対応型調査･研究 

 外部研究評価の意見を反映させ、

概ね適切に成果をあげていると評価
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ク管理については、相次いで新法が制定さ

れるなど、新たな行政ニーズが生じている

ことから、研究資源の重点的配分及び研究

体制の整備を行い、下記の課題について政

策対応型調査・研究を行うことにより各課

題毎に記述した目標の達成を図る。 

 ①循環型社会形成推進・廃棄物管理に関

する調査・研究 

     a. 循環型社会への転換策の支援の

ための評価手法開発と基盤システム整備

に関する研究 

        廃棄物・リサイクル政策の高度化

に資するため、産業連関分析、マテリアル

フロー分析、ライフサイクルアセスメント

（LCA）などを用いて、環境低負荷型・

循環型社会への転換のための施策を評

価・支援する手法や循環システムの地域適

合性を診断する手法を開発する。  

     b. 廃棄物の循環資源化技術、適正処

理・処分技術及びシステムに関する研究 

      廃棄物の循環資源化技術や適正処

理処分技術の循環型社会への適合性を高

めるため、廃棄物の資源化、処理高度化に

向けた新技術の評価手法、埋立地寿命延長

や最終処分場の安定化促進・修復に必要な

診断・対策技術を開発する。 

     c. 資源循環・廃棄物管理システムに

対応した総合リスク制御手法の開発に関

する研究 

     循環資源や廃棄物に含有される有害

化学物質によるリスクを総合的に管理す

るため、バイオアッセイ法による包括的測

定監視手法や、化合物特性に応じて系統的

に分離前処理する液体クロマトグラフ／

質量分析システムを用いた監視測定技術

を高度化する。 

     d. 液状廃棄物の環境低負荷･資源循

環型環境改善技術システムの開発に関す

る研究 

      し尿、生活雑排水等の液状廃棄物を

対象として、浄化槽や物理化学処理等の適

正な組み合わせにより、地域におけるエネ

ルギー消費の低減及び窒素、リン等の物質

政策対応型調査・研究として実施する。 

     研究の実施に当たっては、研究の方向及び到達目標

を別紙３のとおり設定し、重点的な予算配分及び体制の

整備を行い、その達成を図る。 

 

 

① 循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調        

査・研究 

     ―循環型社会への転換策の支援のための評価手法

開発と基盤システム整備に関する研究 

     ―廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及

びシステムに関する研究 

     ―資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リ

スク制御手法の開発に関する研究 

     ―液状廃棄物の環境低負荷･資源循環型環境改善技

術システムの開発に関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク研究センターにおいて、別紙３の内容で調

査・研究を行う。 

 

 

 

 

① 循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調  

査・研究 

     ―循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究 

     ―廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処

分技術及びシステムに関する研究 

     ―資源循環・廃棄物管理システムに対応し

た総合リスク制御手法の開発に関する研究 

     ―液状廃棄物の環境低負荷･資源循環型環

境改善技術システムの開発に関する研究 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の研究を実施した。 

① 循環型社会形成推進・廃棄物対策に関する調査・研究 

② 化学物質環境リスクに関する調査・研究 

－両センターは、重点的に配分された運営費交付金を核に競争的資金、業務受託費な

どを確保しつつ研究を実施した。 

－各調査研究は、１５年４月の外部研究評価委員会による中間評価（助言）における

委員コメントを踏まえつつ、研究を実施した。また、１５年度までの研究成果につ

いて１６年４月の同委員会において年度評価を受け、１６年度以降の研究実施方針

に反映することとした。 

－特に循環型社会形成推進･廃棄物研究センターにおいては、次なる課題を見据え、今

後のビジョンを描くための一歩として、外部有識者を招いて「循環パネル」を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

 特に、循環型社会形成促進・廃棄

物管理に関する調査・研究に関して

は、前年の指摘を踏まえ、政策上の

緊急度の高い重点的研究を担うのに

ふさわしい体制の整備を図るなど、

一定の進展がみられた。 

ただし、最も期待されている分野

であることを考えると、外部研究評

価の評価結果はまだ満足できるもの

ではないことから、さらなる進展を

期待する。 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

回収を図るための液状廃棄物の資源循環

技術システムと評価手法を開発する。 

②化学物質環境リスクに関する調査・研究 

 効率的な化学物質環境リスク管理に資す

るため、曝露評価、健康リスク評価及び生

態リスク評価に係る手法の高精度化、簡便

化を図り、また、住民に化学物質のリスク

を適切に伝えるコミュニケーションを促

進する手法を開発する。 

 

 

ウ．基盤的調査・研究 

    国内外に環境研究の共通の基盤とな

る研究成果を提供するとともに、研究所の

研究能力の維持向上を図るため、基盤的研

究や創造的、先導的な調査・研究の充実に

努める。また、上記ア．、イ．の研究以外

の重点研究分野に係る研究の充実に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 エ．知的研究基盤 

    研究所内における各種研究の効率的

な実施や研究ネットワークの形成のため、

環境標準試料等の作製、環境保全に有用な

 

 

 ② 化学物質環境リスクに関する調査・研究 

     －効率的な化学物質環境リスク管理のための高精

度リスク評価手法等の開発に関する研究（別紙３略） 

  

 

 

 

 

 

ウ．基盤的調査・研究 

     重点研究分野に係る研究を推進するとともに、長期

的支店に立って、環境研究の基盤となる研究及び研究能

力の維持向上を図るための創造的、先導的な調査・研究

を行う。 

     独創的・競争的な研究活動を促すとともに、将来の

重点特別研究プロジェクト等に発展させるべき研究を奨

励すること等のため、所内の公募と評価に基づき運営さ

れる所内公募研究制度を導入するなど、研究環境の整備

を図る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ．知的研究基盤の整備 

     研究所内のさまざまな研究の効率的な実施や研究

ネットワークの形成に資するため、別紙４の整備の方向

と目標に基づき以下のような知的研究基盤の整備を行

 

 

 ② 化学物質環境リスクに関する調査・研究 

     －曝露評価の高精度化、効率化 

     －健康影響評価の高精度化、効率化 

   －生態影響評価手法の高精度化 

     －リスクコミュニケーションの促進 

（別紙３略） 

  

 

 

ウ．基盤的調査・研究 

重点研究分野に係る研究を推進するととも

に、長期的な視点に立って、環境研究の基盤とな

る研究及び研究所の研究能力の維持向上を図る

ための創造的、先導的な調査・研究を行う。 

独創的・競争的な研究活動を促すとともに、

将来の重点特別研究プロジェクト等に発展させ

るべき研究を奨励すること等のため、所内の公募

と評価により運営する運営する所内公募研究制

度に基づき、特別研究７課題（１５年度新規３課

題）、奨励研究３１課題を目途に推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ．知的研究基盤の整備 

環境研究基盤技術ラボラトリー及び地球環

境研究センターにおいて、別紙４の内容で知的研

究基盤の整備を行うとともに、可能なものから研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．基盤的研究                             

 －基盤的研究としては、ア、イ、エを除いて重点研究分野として計画した広範囲な

研究課題が網羅されており、経常研究費による小規模な基礎研究から、競争的資金

によるプロジェクト型の研究まで様々な研究を実施した。なお、基盤的研究として

は、重点研究分野に明記されていない独創的な研究にも数多く取り組んだ。 

－基盤的研究についても、競争的所内環境を醸成する観点から創設した「奨励研究」

及び「特別研究」からなる所内公募制度により、１５年度においては、以下のとお

り奨励研究等を実施した。 

課題数 公募研究の種類

H13  H14 H15 

対象となる研究 

奨励研究 
 １４ 

 

 

４０ 

 

 

 

４２ 

・基盤的研究（年３００万円程度）及び長期的なモニ

タリング等が必要な研究（５年以内。年１,０００万

円以内）。 

・内部研究評価委員会による評価に基づき採択。 

特別研究 
６ 

 

 

 ７ 

 

 

 

 ７ 

 

・重点研究分野におけるプロジェクト型の研究（概

ね３年以内。年２,０００万円以内）。 

・内部及び外部の研究評価委員会の評価を勘案して

採択。 

 

 －平成１６年３月の内部評価委員会において、１５年度前期奨励研究（終了時）及

び特別研究（中間）の評価を行い、研究の方向についての助言を行った。 

－１５年１１月の外部研究評価委員会において、１４年度終了の特別研究等の４課題

について事後評価を実施した。 

－また、内部研究評価委員会及び外部研究評価委員会の事前評価の結果を踏まえつつ、

１６年度から実施する新規の特別研究として２件の研究課題を採択した。 

 

 

 

エ．知的研究基盤の整備 

 －知的研究基盤を整備する組織として、環境研究基盤技術ラボラトリー及び地球環境

研究センターにおいて、年度計画に記載した方向で知的研究基盤の整備を行った。ま

た、１５年度までの事業の成果について１６年４月の外部研究評価委員会において年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．基盤的調査･研究  

 所内公募制度の充実が図られ、数

多くの先進・先導的な研究への取組

が推進されるなど、一層の活性化が

図られたことを評価する。 

 今後は、研究成果に応じた予算の

追加配分など、さらなる活性化の推

進に期待する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ．知的研究基盤  

 地味ではあるが、極めて重要な分

野であり、国立環境研究所のみが果

たし得る重要な役割を果たしている
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環境微生物等の保存、地球環境の戦略的モ

ニタリングの実施等の知的研究基盤の整

備を行うこととし、例えば、環境保全に有

用な環境微生物等の保存については、中期

目標期間中に、環境微生物１，５００株（現

在１，０００株）の保存、絶滅の危機に瀕

する野生生物２００種の体細胞、生殖細胞

及び遺伝子の保存、絶滅の危機に瀕する水

生植物５０種の保存を実施する。 

    また、必要に応じクロスチェックな

どを実施することにより、我が国における

環境測定等に関する標準機関（リファラン

ス・ラボラトリー）としての機能を果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 研究評価 

    原則として、外部専門家を評価者と

して選任し、評価方法を定めた実施要領に

基いて適正に研究評価を実施し、その結果

を公表する。 

     また、評価結果を、研究資源の配分

など業務運営に的確に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う。これらの知的研究基盤については、可能な範囲で、

研究所内外の関係機関をはじめとして、広く一般の利用

に供する。 

   ①  環境標準試料及び分析用標準物質の作製並びに

環境試料の長期保存（スペシメンバンキング） 

 

   ②  環境測定等に関する標準機関（リファランス・ラ

ボラトリー）としての機能の確保 

   ③  環境保全に有用な環境微生物の探索、収集及び保

存、試験用生物等の開発及び飼育・栽培のための基本業

務体制の整備、並びに絶滅の危機に瀕する野生生物種の

細胞・遺伝子保存 

   ④  地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境

データベースの整備、地球環境研究の総合化及び支援 

（別紙４略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４)  研究課題の評価・反映 

     研究課題について、研究評価を実施するための要領

を作成し、これに基づき研究所内及び外部専門家による

評価を行い、その結果を研究活動に適切にフィードバッ

クする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究所外への提供を行う。 

 

 

 ①  環境標準試料及び分析用標準物質の作製、

並びに環境試料の長期保存（スペシメンバンキン

グ） 

 ②  環境測定に関する標準機関（リファレンス

ラボラトリー）としての機能の確保 

 ③  環境保全に有用な環境微生物の探索、収集

及び保存、試験用生物等の開発及び飼育・栽培の

ための基本業務体制の整備、並びに絶滅の危機に

瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存 

④ 地球環境の戦略的モニタリングの実施、地

球環境データベースの整備、地球環境研究

の総合化及び支援 

（別紙４略） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究課題の評価・反映 

研究活動の効率化・活性化を促進し、すぐれ

た研究成果を発信するため、研究評価実施要領に

基づき、研究所内及び外部専門家による研究課題

の評価を行い、研究資源の配分の決定、今後の研

究の進め方等の検討に反映させる。特に、重点特

別研究プロジェクト、政策対応型調査・研究及び

知的研究基盤については、中期目標期間の中間評

価を実施し、次年度以降の活動に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度評価を受け、１６年度以降の事業実施方針に反映することとした。 

－環境標準試料等の有償分譲規程に基づき、環境標準試料及び微生物保存株の所外等へ

の提供を行っている。環境標準試料については、新たに２試料（有毒アオコ、大気粉

じん）の作成に着手するとともに、１５年度においては、１５５試料の分譲を行った。

微生物株については、１，４５０株を保存しており、１５年度においては、６４５株

の分譲を行った。 

－１５年度より、環境試料や絶滅危惧種の細胞・遺伝子の長期保存のための環境試料タ

イムカプセル化事業を開始し、事業推進体制を構築するとともに、平成１６年３月に

環境試料タイムカプセル棟が竣工した。 

－成層圏オゾン層、地球温暖化、水資源等に関して、地球規模での精緻で体系的かつ

継続的な地球環境モニタリングを行い、ここから得られる多様な観測データを広範

囲のユーザーに提供するためのデータベースの構築と運用を行った。 

－「グローバルカーボンプロジェクト(ＧＣＰ)国際オフィス」設置の準備を進め、グ

ローバルな炭素循環に関する分野横断的かつ総合的な国際共同研究等を開始するこ

ととした。 

－「ＧＯＳＡＴ研究チーム」を設置し、温室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）プ

ロジェクトを推進するための所内体制を整備することとした。 

 

 

 

 

 

 

(４)  研究課題の評価・反映 

 －独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領及び独立行政法人国立環境研究所

研究評価実施細則に基づき、内部研究評価及び外部の研究評価を行った。研究の種

類毎の研究評価の方針は、下表のとおりである。 

なお、競争的資金等の外部資金による研究の評価は、それぞれの制度に基づく

研究評価によることとしている。 

研究の種類 研究評価の方針 

経常研究 ・領域長等が指導 

奨励研究 ・内部研究評価委員会による評価［事前、年度（長期

モニタリング）、事後］ 

基

盤

的

研

究

特別研究 ・内部研究評価委員会による評価［事前、中間、事後］ 

・外部研究評価委員会による評価［事前、事後］、その

結果を公表 

重点特別研究プロ

ジェクト及び政策

対応型調査研究 

・内部研究評価委員会による評価［年度（助言）、中間

（２年次終了時）、事後］ 

・外部研究評価委員会による評価［年度（助言）、中間

評価（２年次終了時）、事後］、その結果を公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことを高く評価する。 

今後も、研究基盤整備事業におけ

る我が国の環境研究の中核としての

研究の推進を期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究課題の評価･反映  

 研究評価結果が、研究活動の改善

に適切に反映されているものと評価

する。 

なお、評価のシステム自体は重要

であるが、評価に対応するための労

力の合理化についての検討が今後の

課題と考える。 
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－研究評価の評価軸は、次のとおりである。 

評価軸 事前 年度 中間 事後 

環境問題の解明・解決への貢献度 ○  ○ ○ 

明確性、的確性 ○    
研究成果目標 

達成度  ○ ○ ○ 

適切さ ○    
研究計画 

妥当性   ○ ○ 

内容の独自性、科学技術・学術に対する

貢献度 

○  ○ ○ 

個
別
の
評
価
軸 

社会・行政に対する貢献度、国際的な貢献

度 

○  ○ ○ 

総合評価 ○ ○ ○ ○ 

－当研究所の内部及び外部の研究評価では、研究のランク評価（Ａ：大変すぐれてい

る Ｂ：すぐれている Ｃ：普通（研究の実施は可とする） Ｄ：やや改善が必要 

Ｅ：大幅な改善が必要）だけでなく、当該研究に対して様々な面からのコメント、

助言を得て、今後の研究に生かすことに重点を置いている。 

－内部研究評価は、研究推進委員会が評価委員会の役割を担い、次のとおり実施した。 

  年月          評価対象 評価の種別 

１５年 ５月 平成１４年度後期奨励（２６課題） 事後 

１５年 ９月 １５年度後期奨励研究（２２課題） 事前 

１５年１０月 １４年度終了特別研究（４課題） 

１６年度特別研究（５課題） 

事後 

事前 

１６年  ２月 １５年度実施奨励研究（２９課題） 

１６年度奨励研究（５１課題） 

年度、事後 

事前 

１６年 ３月 重点特別研究プロジェクト、政策対応型調査・

研究、特別研究、知的研究基盤及び情報関連業

務 

中間 

 

 

－外部研究評価は、外部の専門家２３名からなる外部研究評価委員会を設置し、次の

とおり実施した。また、その結果をホームページ上で公表した。 

  年月          評価対象 評価の種別 

１５年  ４月 

 

重点特別研究プロジェクト及び政策対応

型調査・研究 

中間 

 

１５年１１月 平成１４年度終了特別研究（４課題）、 

１６年度特別研究（２課題） 

事後 

事前 

１６年  ４月 

 

重点特別研究プロジェクト、政策対応型調

査・研究及び知的研究基盤 

年度 

 

－重点特別研究プロジェクト等については、１５年４月の外部評価（中間評価）結果

及び９月の独立行政法人評価委員会の評価結果を踏まえ、１５及び１６年度の予算

に反映させた。（１,０００万円増が１プロジェクト、８００万円増が３プロジェク
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(５) 成果の普及 

    調査・研究の成果については、研究

所年報の発行（会計年度終了後概ね 3 ヶ

月以内）、研究成果報告書の発行（研究終

了後概ね６ヶ月以内）、成果発表会/公開シ

ンポジウムの開催（年１回以上）などによ

り公開・提供する他、広報誌やインターネ

ットを介して国民に分かりやすい形で広

く普及する。 

    また、個別の研究成果については、

学会誌、専門誌等での誌上発表や、関連学

会、ワークショップ等での口頭発表等を通

じて普及を図ることとし、研究所全体とし

て、中期目標期間中の誌上発表件数、口頭

発表件数をそれぞれ平成８年度から平成

１２年度までの合計件数の１割増とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５)  研究成果の普及、成果の活用促進等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 研究成果の普及 

     下記により研究成果の幅広い普及に努める。その

際、環境研究の専門的知識を持たない主体に対しても、

研究成果やその活用可能性をわかりやすく正確に説明で

きるよう、インタープリテーション機能の強化に努める。 

   ・研究成果の学会誌、専門誌等での誌上発表や関連学

会、ワークショップ等での口頭発表（中期目標期間中の

誌上発表件数、口頭発表件数をそれぞれ平成８年度から

平成１２年度までの合計件数の１割増を目指す。） 

   ・わかりやすい研究成果報告書の作成 

   ・研究成果のインターネットでの提供 

   ・研究所年報の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５)研究成果の普及、成果の活用促進等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究成果の普及 

個々の研究者による学会誌、専門誌等での誌

上発表や関連学会、ワークショップ等での口頭発

表を奨励する。 

広報・成果普及業務の着実な実施を図るた

め、所内の広報委員会において業務計画の策定等

を行うとともに、下記により研究成果の幅広い普

及に努める。 

・研究情報誌「環境儀」の発行など、わかりやす

い研究成果報告書の作成 

・研究成果のインターネットでの提供 

・研究所年報（和文、英文）の作成 

ト） 

－１６年４月の外部評価委員会による年度評価の結果は、プロジェクト関係者のみな

らず、理事、研究推進委員会メンバー等を交えた場で議論し、１６年度以降の研究

の進め方に反映させるとともに、予算へ反映させる予定である。 

－研究所の評価を高めることや研究所活動の発展に多大な貢献を行った者等を顕彰す

るための表彰制度（ＮＩＥＳ賞）制度に基づき、成層圏オゾン層変動プロジェクト

において、人工衛星データの処理アルゴリズム等の開発等に貢献した者1名に対し

てＮＩＥＳ賞を授与した。 

 

 

(５)  研究成果の普及、成果の活用促進等 

①研究成果の普及 

１．研究成果の誌上・口頭発表 

－１５年度の研究成果の誌上・口頭発表件数は、以下のとおりである。 

誌上発表件数 口頭発表件数 区分

年度 和 文 欧 文 計 国 内 国 外 計 

13年度     227 

   ( 80) 

   310

  (254)

    537 

   (334) 

    756     185     941 

14年度      289 

   (105) 

   271

  (228)

    560 

   (333) 

    773     184     957 

  

15年度     345 

   (106) 

   287

  (242)

    632 

   (348) 

    955     198   1,153 

（注）誌上発表件数の（ ）内の件数は、査読ありの件数 

１５年度の実績は、平成８年度から平成１２年度までの年間平均値（誌上４８０件，

口頭７６５件）のそれぞれ１．３２倍、１．５１倍に相当し、「中期目標期間中の誌

上発表件数、口頭発表件数をそれぞれ８年度から１２年度までの合計件数の１割増を

目指す」という目標の達成に向けて、着実な成果をあげた 

 

２．広報及び研究成果の普及 

 －研究所の広報及び成果普及活動を、円滑かつ着実に実施するため、広報委員会に

おいて、「平成１５年度広報・成果普及関係業務計画」を策定した。  

－１５年度においても、研究所の研究成果等を刊行する際の刊行規程に基づき、報告

書等を刊行した。 

－研究成果をリライトし国民各層に分かりやすく普及するための研究情報誌「環境儀」

については、１５年度において以下の４号を発行した (各４,０００部)。また１４年

度の読者向けアンケート調査結果を踏まえ、専門的な用語についてはコラムやメモ

欄を使って、さらに理解しやすいよう編集に工夫を凝らした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）研究成果の普及、成果の活用

促進等 

 以下に示すとおり、継続した取組

が着実に成果をあげていると評価す

るが、さらに社会の要求に焦点を当

てた成果の普及・活用に努めること

を望む。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 研究成果の普及  

 研究成果の誌上発表数及び口頭発

表数は、中期目標の達成に向け着実

に成果をあげつつあると評価する

が、今後も引き続き、専門的な研究

成果を一般の方々に分かりやすく伝

えていくための取組の推進を期待す

る。 
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(６) 研究活動に関する広報、啓発 

     研究活動についての国民の理解の向

上のため、広報誌やパンフレットの発行、

研究所の一般公開や個人、ＮＰＯ、企業な

どとのネットワークの形成により、研究活

動に関する広報、啓発を実施する。 

 

 

 

 

 

 

   ・研究成果発表会の毎年開催 

   ・テーマに応じたシンポジウム、ワークショップ等の

開催又はそれらへの参加 

 

  

 

 

②  研究成果の活用促進 

     知的所有権の獲得・実用化促進、産学官交流の促進、

環境省が開催する各種諮問会議への職員の委員としての

参画等を通じて、研究成果の活用促進に努める。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  研究活動に関する広報・啓発 

     わかりやすい各種紹介パンフレットの作成、広報誌

の発行、毎年の研究所の一般公開、団体見学の随時受入、

個人、ＮＰＯ、企業など、様々な主体との幅広いネット

ワークづくり等を通じて、研究所の活動についての国民

の理解向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

・研究成果発表会（国立環境研究所公開シンポジ

ウム2003）の東京及び京都での開催 

・テーマに応じたシンポジウム、ワークショップ

等の開催又はそれらへの参加 

 

 

 

②研究成果の活用促進 

特許相談会の開催等による研究者支援を通

じて知的所有権の獲得・実用化の促進に努めると

ともに、共同研究規程等に基づき、産学との交流

を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究活動に関する広報・啓発 

国立環境研究所ニュース等の定期的発行、ホ

ームページによる発信、大型実験施設の見学や研

究活動の紹介等を行う研究所の一般公開（４月及

び６月）、学校、企業、自治体等の団体見学の随

時受入等を行うほか、国立環境研究所友の会への

協力等を通じて個人、ＮＰＯ、企業など、様々な

主体とのコミュニケーションを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  研究成果の活用促進 

 －「独立行政法人国立環境研究所職務発明規程」に基づき、１５年度は６件（７件）

の発明を職務発明に認定するとともに、このうち５件について特許出願の手続きを

行っている。また、１５年度に４件（６件）の特許等が登録された。１５年度末現

在で、４４件の国内及び外国特許、３件の実用新案権、３件の意匠権、商標権１件

を登録している（資料４６）。 

  なお、出願中の発明1件について、特許の実施化に向け交渉を進めているところ

である。 

  また、専門家による特許相談会を５回開催するとともに、特許事務所と顧問契約

を締結し、特許等の取得にかかる具体的な手続きに関する相談、取得された特許等

の活用等に関する相談等が行えるよう知的所有権取得のための支援環境を整備し

た。なお、１５年度は取得特許の実施化、発明の特許取得可能性等について相談を

行った。 

－第２．１．（１）で記載したように、研究成果の社会還元促進の一環として、企業と

の連携拡充に努めている。１５年度においては、「独立行政法人国立環境研究所共同

研究実施規程」に基づき、企業等との間で、合計６１件（４０件）の共同研究契約

が実施された（資料２８参照）。また、企業等からの受託研究、研究奨励寄附金につ

いても昨年度を上回る件数を受けるなど企業との連携に進展が見られた。このほか、

企業、大学等の視察受入・意見交換を通じた交流を進めた。 

－環境省等が開催する審議会等に職員が委員としての参画等を行った。 

 

 

③  研究活動に関する広報・啓発                      

(１)パンフレット・ニュースレターの発行 

 －研究所の活動を紹介する各種媒体を作成・活用した。 

・ビデオ：新たにホームページに掲載するとともに視察対応等に活用 

・パンフレット（日英各２種）：必要な見直しを行いつつ、関心の高い個人、機関

に配布（総合パンフレット８,０００部、施設案内パンフレット３,０００部） 

・国立環境研究所ニュース： 年６回、各２,０００部発行し、最新の研究活動を

紹介 

・地球環境研究センターニュース： 月１回、各３,２００部発行 

－研究所ホームページにおいて、研究報告書に関するプレスリリースの掲載、研究所

の活動の紹介等を迅速に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 研究成果の活用促進  

 研究成果に基づいた政策提言・助

言など、各種の委員等としての積極

的な貢献や共同研究の進展を評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
  
 

③ 研究活動に関する広報、啓発  

 前年度に引き続き積極的な取り組

みが行われていると評価するが、人

類の命運に重大な影響を与える「環

境」に関心を有する広範な人々への

適時、適切な情報提供が重要との認

識に立ち、必要な人材を投入するな

どの努力を進めるよう要望する。 
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２．環境情報の収集・整理・提供に関する

業務 

   環境研究に関する情報、環境行政に関

する情報その他環境に関する国内外の情

報を収集・整理し、国民にわかりやすく伝

えるため、国内外の関係機関等との連携を

確保しつつ、体制及び業務の充実を図る。 

   具体的には、インターネットを介した

環境情報提供システムの運用を引き続き

行うとともに、その充実を図る。また、環

境の状況を目に見える形で提供すること

が可能な環境国勢データ地理情報システ

ム（環境GIS）を構築・運営し、中期目標

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

 (１) 環境の保全に関する知識の国民への普及を図ると

ともに、国等の環境政策及び企業、民間による自主的な

環境保全に関する取組を支援するため、国内外の環境情

報を収集、整備し、これらの情報を容易に利用できるよ

う、国際的な連携も図りつつ、インターネット等を通じ

て提供する。 

     本業務の実施に当たっては、体系的な収集整理、各

データの相互利用、総合化、解析等が可能となるようデ

ータベース化を進めるとともに、地理情報システム（Ｇ

ＩＳ）を活用した環境情報システムの整備など、国民に

わかりやすい情報提供手法の開発・導入に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務

環境情報センターを中心に、環境の保全に関

する知識の国民への普及を図るとともに、国等の

環境政策及び企業、民間による自主的な環境保全

に関する取組を支援するため、国内外の環境情報

を収集、整備し、これらの情報を容易に利用でき

るよう、国際的な連携も図りつつ、インターネッ

ト等を通じて提供する。 

このため、体系的な収集整理、各データの相

互利用、総合化、解析等が可能となるようデータ

ベース化を進めるとともに、地理情報システム

（ＧＩＳ）を活用した環境情報システムの整備な

ど、国民にわかりやすい情報提供手法の開発・導

 

(２)施設の一般公開、見学・視察の受け入れ 

－１５年４月１７日(木)及び６月２８日（土）に、つくば本構内で研究所施設の一般

公開を行った(それぞれ４５４人及び３５２人の来所者)。 

－国内外の各方面からの視察受け入れを行った。 

・ 国内（学校・学生、市民、企業、官公庁等） ：９４件 １,８０５人 

・ 海外（政府機関、研究者、ＪＩＣＡ研修生等）：４７件    ３３６人 

－これらの視察等については、研究所に対する一般の理解を深めてもらう観点から、

できる限り対応している。一方、それによる研究者等への負担を軽減し、一層の効

率化を図りつつ対応能力を向上させる必要があることから、広報経費を計上して、

施設見学用のパンフレット、パネル、展示物等を整備するとともに、案内マニュア

ルの作成を進めている。 

 

(３)様々な主体とのコミュニケーション 

 －個人、ＮＰＯ、企業など様々な主体とのコミュニケーションを行う場として設立

された「国立環境研究所友の会」（会長：大井 玄 元国立環境研究所長）について

は、国立環境研究所ニュース、地球環境研究センターニュース、環境儀等を提供す

るとともに、研究所施設見学会の開催、交流セミナーの開催を通じて、その活動を

経常的に支援している。（１５年度末現在の会員数は４０８人；１４年度から２８人

増） 

－環境研究・環境保全に関するイベント、展示会等に研究所として積極的に協力を行

った。 

 

(４)マスコミへの対応 

マスコミからの取材には積極的に応じている。その結果、当研究所の研究が紹介され

たり、当研究所の研究が言及されたりした新聞報道は、７６件になっている。 

 

 

２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 
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２．環境情報の収集･整理･提供に関

する業務  

 インターネット等を活用した環境

情報の提供など、順調に成果をあげ

ているものと評価する。 
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期間中に５種類以上の環境質測定データ

を本システムに搭載し、インターネットを

介して広く国民に提供する。さらに、研究

成果の幅広い活用を図るため、国民がイン

ターネットを介して研究成果を入手でき

るシステムを整備し、運営する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 本業務の目標を次のとおり設定し、予算の重点配

分等により、その達成を目指す。 

 

 

 

 

 

 ①  環境情報提供システム整備運用業務 

     国民の環境保全活動の推進等のため、様々なセク

ターが提供する環境情報を収集し、広く案内、提供する

情報システムを整備・充実し、運用する。 

      特に、化学物質、リサイクル等、国民の関心の高

い身近な環境問題に関わるテーマについて、わかりやす

い情報提供素材（コンテンツ）を整備し、インターネッ

トを通じて提供するとともに、これに関連して他で提供

される情報へのリンクも充実させ、当該テーマについて

の多角的な理解が可能な情報提供を実施する。 

     また、広く一般からの環境情報への照会に対し、

利用者の環境関心分野毎に、適切に環境情報を検索でき

るデータベースシステム等を構築し、国民へのサービス

の充実に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入を進める。 

特に、予算の重点配分等により、以下のとお

り、環境情報の収集、整理及び提供に関する業務

の推進につ努める。 

 

 

 

① 環境情報提供システム（ＥＩＣネットホーム

ページ）整備運用業務 

・平成１４年度に行った調査及び検討会報告を踏

まえ、より分かりやすい情報の発信に努め、魅力

のあるホームページを目指した改善を行う。 

・より質の高いサービスを提供する観点から、環

境情報の普及・啓発さらには環境教育をも視点に

入れた、分かりやすいオリジナルなコンテンツの

追加、「国内及び海外の環境ニュース」や「トピ

ックス」など既に展開している情報発信内容のさ

らなる充実を図る。 

・また、引き続き環境情報のポータルサイトとし

て、環境情報に対するレファレンス・ナビゲーシ

ョン機能の充実を進める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②環境技術情報ネットワークの整備業務 

  平成１４年度に実施した調査及び検討会報

告書を踏まえ、環境技術情報に関する新たなホー

ムページを開設し、ポータルサイトとして機能さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①．ＥＩＣネットホームページ 

－ＥＩＣネット（Environmental Information & Communication Network）は、

環境学習を支援し、環境保全活動を促進するため、行政、研究、企業、ＮＧＯ等の

環境情報を幅広く案内するとともに、市民の情報交流の場を提供する環境情報総合

案内のホームページである。 

－１５年度におけるＥＩＣネットの利用（ページビュー）件数は、月平均約２０１万

件、年度総計約２,４１２万件であり、着実に増加している。 

－魅力あるホームページへの改善 については、上に掲げるとおり、画面デザインを刷

新し、豊富なメニューを楽しんで操作できるサイトとして公開した。 

－情報発信内容のさらなる充実として取り組んだ主な事項は次のとおりである。 

・ 環境用語集の語彙拡充と機能強化 

用語解説を３５０語から約３，０００語に拡充するとともに、用語の関連性を

視覚化するツールを作成した。 

・ 環境年表に、明治から平成１４年度までの環境に関連する社会の動向や行政ので

きごと等を日付とともに掲載し、フリーワードによる検索を可能とした。 

・ ピックアップのコーナーでは、ヨーロッパの環境事情を特集し、親しみやすくま

とめた記事を連載した。 

－環境情報に対するレファレンス・ナビゲーション機能に関しては、上記の「環境用

語集」コンテンツの中に、他データベースとの連動機能を付加し、調べたい用語の

解説とともに、関連する環境ニュースやイベント、年表掲載事項を紹介する仕組み

を作成した。 

 

 

 

②環境技術情報ネットワークの整備業務 

 －環境保全に貢献する技術の研究開発及び普及の推進を目的に、新たなホームペー 

 ジを構築し、平成１５年８月より公開した。 

－以下のメニューを掲載し、日々、情報の収集・更新に努めた。 

 ・環境技術新着ニュース 関連機関や企業が発表した技術ニュースを、日々、収集

し、オリジナル情報へのリンクとともに紹介している。 

 ・環境技術情報ナビゲーション環境技術情報を発信しているインターネット上のホ

ームページを網羅し、分野別に案内している。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）環境情報提供システム（ＥＩ

Ｃネットホームページ）整備運用業

務  

 内容の継続的な更新などの充実に

より、アクセス数が着実に増加して

おり、その取り組みは高く評価する。
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  ②  環境国勢データ地理情報システム（環境ＧＩＳ）

整備運用業務 

      大気汚染、水質汚濁、海洋汚染、自動車交通騒音

等、我が国の環境の状況等を示す基本的なデータについ

て、データベース化を図るとともに、これらを地図やグ

ラフなど目にみえる形に加工し、相互に重ね合わせるな

どして、各種データが示す地域の環境状況について国民

が理解しやすく利用しやすい形で提供するシステムを、

環境省と密接な連携を図りつつ構築・運用する。 

      計画期間中には、環境質測定データ５種類（大気

環境常時監視データ、公共用水域水質データ、日本近海

海洋汚染実態調査データ、海洋環境モニタリングデータ、

自動車交通騒音実態調査データ）以上のデータについて、

本システムへ搭載し一般へ提供を開始するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③環境国勢データ地理情報システム（環境ＧＩ

Ｓ）整備運用業務 

全国の大気環境監視データ集計値及び公共

用水域水質データ集計値についてデータベース

化を進める一方、これらのデータを地域ごとに地

図やグラフ表示を行い可視化するとともに、地形

図や規制図等の地理情報と重ね合わせ表示を行

うなど、生活に密着した身近な地域環境に関する

情報として、国民が理解しやすく利用しやすい形

に加工し、引き続きインターネットを通じて提供

する。また、これらの提供方法についてさらに改

善を加えるとともに、掲載データの追加・拡充に

ついて検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④環境研究関連データベースの整備及び提供 

  当研究所の研究者が研究の実施過程で収集

及び加工等を行って得たデータについて、広く一

般に提供可能な形に整備し、研究所ホームページ

のデータベースとして公開する。 

 

 ・環境技術ライブラリ 世間の注目を集めている技術を解説した論文を掲載してい

る。 

 ・環境技術イベント情報 関連するセミナーや展示会などを紹介している。 

 

 

③環境国勢データ地理情報システム（環境ＧＩＳ）整備運用業務 

－１４年度から公開を開始した環境ＧＩＳについて、１５年度においても継続して運

用を行った。 

－「環境省国土空間データ基盤整備等実施計画」に基づき、同計画で規定される第１

類型（各種指定・規制図データ）１５種類、第２類型（環境質測定データ）２種類

の情報について、データベース化を進めた。 

－ダウンロード用データとして、２００１年度に測定された大気及び水質データの追

加掲載を行うとともに、両データの１９７１年度～１９８９年度測定分を遡及して

掲載した。 

－国立環境研究所が創立３０周年となることを契機に、大気・水質汚染の３０年の推

移を分かりやすく表示するページの検討を行った。 

－環境省から下記の５件の業務の委託・請負を受け、システムの基本設計やプログラ

ムの開発など、それぞれの業務を適切に実施した。 

特に、既に運用している下記②（通称「そらまめ君」）については、引き続きデー

タ公開の管理・運用を行っており、１５年度における総アクセス件数は１千４５０

万件にのぼっている。また、同業務の一環として、「環境省花粉観測システム」の

本格運用を開始し、１４年度（試験公開）に引き続き、関東地方の観測ポイントに

おけるデータを提供したほか、１５年度においては、関西地方における観測ポイン

トのデータについても提供を開始した。 

また、下記③については、当センターの「環境ＧＩＳ」の機能を活用することと

して開発業務を行ってきたものであり、業務の最終年度となった１５年度には、

「環境ＧＩＳ」において騒音、振動、悪臭といった大気生活環境データを搭載・表

示するシステムを開発した。 

① 水質環境総合管理情報システムの開発 

② 大気汚染物質広域監視システム表示系管理 

③ 大気生活環境総合管理システムの開発 

④ 全国水生生物調査結果の解析 

⑤ 内分泌撹乱化学物質に関する情報収集・データベース作成 

 

 

④環境研究関連データベースの整備及び提供 

－１５年度は、以下の７件のコンテンツについて作成支援を行い、既に公開を開始し

ている。 

番号 コンテンツのタイトル  公開月 

１ 渡り鳥の飛翔ルートと生息環境を衛星で見る ４月 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境国勢データ地理情報シス

テム(環境ＧＩＳ)整備運用業務  

 環境ＧＩＳの積極的な運用を評価

する。今後のさらなる内容の充実に

期待する。    
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③  研究情報の提供業務 

    当研究所の研究成果について、研究者間はもとよ

り、国民各層が活用できるよう、研究所年報や研究成果

報告書を毎年発行するなど刊行物等による提供サービス

を実施する他、研究成果をインターネットでも提供し、

本文に加え画像やグラフ等も入手できるよう、ダウンロ

ードによるサービスの充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 研究情報の提供業務           

当研究所の研究成果の電子化を進め、これら

を研究所ホームページ等を通じて広く所外に提

供する。 

研究成果等を国民に分かりやすくリライト

した刊行物の充実を図るなど、インタープリテー

ション機能の強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 化学物質のエストロゲン活性データ ５月 

３ EnvMethod環境測定分析法データベース ７月 

４ バイオ・エコエンジニアリング研究施設ホームページ ９月 

５ 国立環境研究所紹介ビデオ（日本語版及び英語版） 11 月 

６ NIES-IGES Research Projectホームページ（英文） 12 月 

７ 環境技術に関する取組のページ 12 月 
 

 

⑤ 研究情報の提供業務  

－利用者の利便性を考慮し、国立環境研究所ホームページのトップページのデザイン

を一新した。大きな改善点は、求める情報にたどりつく方法として、従来から行っ

てきた「研究所の基本文書」、「データベース」のような情報の種類の分類からのア

クセスを生かしたまま、「地球環境」、「ごみ・リサイクル」といった分野の分類を示

す視覚的なアイコンを配置し、分かりやすくしたことである。 

－１４年度から、年報、特別研究報告、環境儀の他、新たに過去の研究報告、業務報

告についても本文や画像等を含め全文をホームページより閲覧を可能としたが、１

５年度においても、新規の報告書等の掲載を進めた。 

－国民が関心を寄せている又は国民に注目してもらいたい環境問題を取り上げ、わか

りやすく解説した「環境科学解説」を研究所ホームページから発信することとした。

１５年度は「電磁波の人体への影響」をテーマに掲載した。 

－所内研究ユニットとも連携し、研究所ホームページを通じて国立環境研究所の最新

情報や研究成果・データベースの発信を積極的に行うとともに、各研究ユニットから

の情報発信を支援した。１５年度中に公開を開始した主なデータ等は、以下のとおり

である。 

 

No. デ ー タ 等 名 称 主担当研究ユニット等 

 ○ ユニット等のホームページ 

１
化学物質環境リスク研究センター健康リスク評価研究室ホー

ムページ 
 化学物質環境リスク研究センター 

２
東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持続可能

な環境管理プロジェクトグループホームページ 
 同左プロジェクトグループ 

３  バイオ・エコエンジニアリング研究施設ホームページ 
 循環型社会形成推進・廃棄物研究 

センター  

 ○ 共同研究等関連のホームページ 

４
Global Taxonomy Initiative Japanese FocalPoint（世界

分類学イニシアティブのホームページ） 
 環境研究基盤技術ラボラトリー 

５ NIES-FRIM-UPM熱帯林多様性プロジェクトホームページ  生物圏環境研究領域 

６ UV Monitoring Network－Japan  地球環境研究センター 

７ NIES-IGES Research Projectホームページ  社会環境システム研究領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究情報の提供業務  

 ホームページの充実、アクセス件

数の増加など、研究情報の提供につ

いての努力がなされ、成果をあげて

いると評価する。 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

１．交付金の効率的使用及び受託収入等の

確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び

資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計

画及び資金計画  

 

 ○ データベース 

８ EnvMethod環境測定分析法データベース  化学物質環境リスク研究センター 

９ 産業連関表による環境負荷原単位データブック  地球環境研究センター 

10 苫小牧フラックスリサーチサイトモニタリングデータベース  地球環境研究センター 

 ○ 個別研究等成果 

11 渡り鳥の飛翔ルートと生息環境を衛星で見る  社会環境システム研究領域 

12 化学物質のエストロゲン活性データ 
 環境ホルモン・ダイオキシン研究 

プロジェクト 

13 UVインデックス  地球環境研究センター 

 ○ その他 

14 地球環境モニタリングステーションバーチャルツアー  地球環境研究センター 

15 環境科学解説「電磁波の人体への影響」  環境情報センター 

16 国立環境研究所紹介ビデオ（日・英）  主任研究企画官室 

17 環境技術に関する取組のページ  環境情報センター 

 

－これらのうち、「情報を解析して提供」といった意味合いの強いものは、「９．産

業連関表による環境負荷原単位データブック」及び「13．ＵＶインデックス」

等があり、後者は特に、全国の４観測地点において観測された紫外線の状況をリ

アルタイムで、専門知識のない一般国民にも分かりやすい表現で提供している。 

－１５年度における国立環境研究所ホームページの利用ヒット（ページアクセス）

件数は、月平均約４６５万件、年度総計約５，６００万件であり、１４年度に

比較して３割ほど増加している。 

－１５年度は下記の刊行物を発行するとともに、引き続き研究所ホームページから閲

覧・ダウンロードできるようにするためのＰＤＦ化を行った。 

－年報については、研究所内外からの利用の便を図るため研究課題一覧を作成し、よ

り活用しやすいものとした。 

－研究成果を国民各層に分かりやすく発信するための研究情報誌「環境儀」について

は、「環境儀編集方針」及び「環境儀作成手順」に基づき、内容の充実に努めるとと

もに、環境儀の作成を円滑に進め担当研究者の負担軽減になるよう、業務の効率化

に努めた。 

 

 

 

 

 

第３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

１５年度予算の執行状況は、次のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（財務の効率化において評価） 
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   健全な財務運営と業務の充実の両立

を可能とするよう、交付金の効率的・効果

的な使用はもとより、受託収入（競争的資

金及び受託業務収入）等の確保に努める。

このため、競争的資金及び受託業務の獲得

を促進する方策を講じることとする。 

   特に、受託収入については、中期目標

の期間中、毎年度平均で前年度比４％台の

増額を見込んだ収支計画のもとに、着実な

運営に努めることとする。 

２．業務費削減の努力等 

   第２の５に掲げたとおり、物品一括購

入等により業務費の削減に努める他、会計

事務への電子決済システムの段階的な導

入等情報技術の活用を進めること等によ

り、財務内容の改善に努める。 

３．施設等の効率的利用 

   業務に支障のない範囲で研究所の知

的・物的能力を所外の関係研究機関等に対

して有償提供を図るなどし、これを運営費

に充当するなど、財務内容の改善に努める 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設・設備の整備及び維持管理 

   業務の質の向上に必要な施設・設備を

効率的かつ計画的に整備するとともに、保

有する施設・設備の効率的な維持管理を行

う。 

 

(１) 予算 

 

 

 

 

第４．短期借入金の限度額 

      短期借入金の限度額２３億円 

 

 

 

第５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする

ときは、その計画 

      な    し 

 

 

第６．剰余金の使途 

    ・研究成果の普及、成果の活用促進等に係る発表会、

ワークショップ等の追加実施。 

    ・研究業務の推進の中で追加的に必要となる設備等

の調達。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７．その他業務運営に関する事項 

 

 

 

 

 

 

(１)  施設・設備に関する計画 

      平成１３年度から平成１７年度内に取得・整備す

る施設・設備は、次のとおりである。 

（表省略） 

 

 

（１）予  算   平成１５年度収支予算 

（２）収支計画    平成１５年度収支計画 

（３）資金計画   平成１５年度資金計画 

（表略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４．その他業務運営に関する事 

 

 

 

 

 

 

 

（１）施設・設備に関する計画 

中期計画に基づき、計画的に施設・設備を取

得・整備するとともに、業務の実施状況及び老朽

化度合等を勘案し、施設・設備の改修・更新を行

う。 

 

１５年度予算の執行状況            （単位：千円） 

        区   分    予算額    執行額      備  考 

運営費交付金 

 

業務経費 

 

[内訳] 

    研究費 

     大型施設等関係経費 

     光熱水料 

     研究業務関連共通経費 

 

    人 件 費 

 

    一般管理費 

 

10,290,172 

6,970,848   

3,239,545   2,073,799 

660,000 

997,504 

2,773,573 

545,751 

  

9,613,961  

 

6,396,241  

 

 

3,689,559  

1,509,850  

453,219  

743,613  

 

2,753,254  

 

464,466  

 

676,211 [翌年繰越] 

        

      

               

   

       

 

   

 

     

受託経費等 

 

  4,737,061 

    

4,707,520  

    

29,541 [翌年繰越]    

         

施設整備費 

 

  3,404,212 

   

  2,339,212  

    

1,065,000 [翌年繰越]      

     

 

合    計 18,431,445 

  

 

16,660,693 

 

               

            

注）受託経費等の予算額は収入額を、施設整備費の予算額は執行可能額を示す。  

－その他の状況は、財務諸表に示す。 

 

 

 

第４．その他業務運営に関する事 

 

 

 

 

(１) 施設整備に関する計画 

－中期計画の施設・設備に関する計画に基づき、国の施設整備費補助金を得て、計画

的に施設・設備の整備等を行った。 

－国の１４年度補正予算（施設整備補助金）で認められたナノ粒子健康影響実験施設

（仮称）については、設計及び住民説明等を了し、既存の中動物実験棟を解体し、

新棟の建設を開始した。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 

 

 

 

 

 

  

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

III．その他業務運営に関する重要事項

 以下に示すとおり、施設整備に関

する計画、人事に関する計画につい

て、順調に推移しており、総合的に

判断しＡ評価とする。 

 

 

（１）施設･設備に関する計画    

 計画的な整備がなされていると評

価する。 
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 (２)  人事に関する計画 

  １）方針 

   ① 重点特別研究プロジェクトの業務に対応するた

め、弾力的な研究者の配置を図る。 

  ② また、新たな政策対応型調査・研究業務の充実に

対応するため、既存部門からの配置転換を行うとともに

所要の増員を図る。 

  ③ さらに、弾力的な研究推進に対応するため、任期

付研究員の積極的な活用を図る。 

   

 ２）人員に係る指標 

   研究部門については、任期付研究員の採用に努め

ることとし、中期計画期間中に研究部門中の任期付研究

員が占める割合を１３％程度とする。 

   また、管理・支援部門については、研究支援の質

の低下を招かないよう配慮し、アウトソーシング可能な

ものは外部委託に努める。  

 

  （参考１） 

  １）期初の常勤職員数       ２７４名 

    ２）期末の常勤職員数の見込み   ２４６名 

  ３）期初の任期付研究員数      ２８名 

  ４）期末の任期付研究員数の見込み   ２名 

 （参考２）中期期間中の人件費総額  

   中期期間中の人件費総額見込み  

              12，206 百万円 

 

 ３）その他 

   ＮＩＥＳリサーチアシスタント制度による大学院

生等の受入により、研究体制の強化とともに若手研究者

の養成及び優秀な研究者の採用に努める。 

 

 

 

 

（２)人事に関する計画 

中期計画に基づき、重点特別研究プロジェク

ト及び政策対応型調査・研究の業務に対応するた

め、弾力的な研究者の配置を図るとともに、管

理・支援部門については、研究支援の質の低下を

招かないよう配慮しつつ、アウトソーシング等事

務の効率化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－その他、省エネルギー、安全対策などの面から緊急に必要となった設備の整備・改

修を行った。 

 

 

(２)  人事に関する計画 

 

１． 研究プロジェクトへの研究者の配置、任期付研究員の採用 

－多様な専門分野の研究者が分野横断的なプロジェクトで幅広く活動できるよう、研究

プロジェクト等について職員及び流動研究員等の配置の充実に努めた。 

１５年度末現在で、重点特別研究プロジェクトの６グループには併任職員及び流動研

究員等の非常勤職員を含め２４５人（２２０人）を、政策対応型調査・研究の２セン

ターには同じく１３６人（１２７人）を配置している。 

－また、任期付研究員の採用にも努めた。 

１５年度末における任期付研究員は３０人であり、研究部門の常勤職員に占める割合

は約１３．６％であった。これは１４年度末の２８人に比べ２人の増加であり、「研

究部門中の任期付研究員が占める割合を１３％程度に」という中期計画の目標を上ま

わっている。 

２． 管理部門に係る効率化 

－研究企画、人事・会計・施設管理及び監査等の業務に対しては、管理部門の常勤職

員４９人、非常勤職員２５人の計７４人をもって対応した。 

              管理部門の人員等 

 １３年度 １４年度 １５年度 

管理部門の人員 ７４人 ７０人 ７４人 

研究等部門の人員 ５２１人 ６０３人 ６７４人 

研究所の予算 １２４億円 １３４億円 １４１億円 

注）人員は常勤職員と非常勤職員の合計、予算は運営費交付金と自己収入の合

計。 

－１５年度の管理部門の職員数の内訳は、主任研究企画官室が１５人（対前年３人増）、

監査室が４人（対前年１人増）及び総務部が５５人（対前年同数）となっており、

所全体の予算、中でも、政府受託等自己収入の増額等により、研究の総合調整を行

う企画部門の人員が増加した。 
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（２）人事に関する計画  

 若手研究者の採用、活用に努力が

認められるなど、人材の効率的活用

が促進されていることを評価する

が、「高齢者の処遇のあり方」、「国

立大学法人との連携」については検

討を要望する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


